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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　約１質量パーセント～約９９質量パーセントのＨＦＯ－１２３４ｙｆおよび約９９質量
パーセント～約１質量パーセントのシクロプロパン；
　約１質量パーセント～約９８質量パーセントのＨＦＯ－１２３４ｙｆ、約１質量パーセ
ント～約９８質量パーセントのＨＦＣ－１５２ａ、および約１質量パーセント～約９８質
量パーセントのシクロプロパン；または
　約１質量パーセント～約９８質量パーセントのＨＦＯ－１２３４ｙｆ；約１質量パーセ
ント～約９８質量パーセントのＨＦＣ－１３４ａ、および約１質量パーセント～約９８質
量パーセントのシクロプロパン
を含む近共沸組成物を含む冷媒または伝熱組成物。
【請求項２】
　２５℃および約１２３.８ｐｓｉａ（８５３.６ｋＰａ）で約６５.４質量パーセントの
ＨＦＣ－１２３４ｙｆおよび約３４．６質量パーセントのシクロプロパン；または
　２５℃および約１２４.４ｐｓｉａ（８５７.７ｋＰａ）で約５２.６質量パーセントの
ＨＦＯ－１２３４ｙｆ、約１１.１質量パーセントのＨＦＣ－１５２ａ、および約３６.３
質量パーセントのシクロプロパン
を含む共沸組成物を含む請求項１に記載の組成物。
【請求項３】
　鉱油、アルキルベンゼン、ポリアルファオレフィン、ポリアルキレングリコール、ポリ
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オールエステル、ポリビニルエーテル、およびそれらの混合物からなる群から選択される
少なくとも１つの滑剤をさらに含む請求項１に記載の組成物。
【請求項４】
　請求項１に記載の組成物を凝縮させ、該組成物をその後冷却すべき本体の近くで蒸発さ
せる工程を含む冷却をもたらすための方法。
【請求項５】
　加熱すべき本体の近くで請求項１に記載の組成物を凝縮させ、該組成物をその後蒸発さ
せる工程を含む加熱をもたらすための方法。
【請求項６】
　Ｒ１３４ａ、Ｒ２２、Ｒ１２、Ｒ４０４Ａ、Ｒ４１０Ａ、Ｒ４０７Ｃ、Ｒ４１３Ａ、Ｒ
４１７Ａ、Ｒ４２２Ａ、Ｒ４２２Ｂ、Ｒ４２２ＣおよびＲ４２２Ｄ、Ｒ４２３Ａ、Ｒ４２
４Ａ、Ｒ４２６Ａ、Ｒ４２８Ａ、Ｒ４３０Ａ、Ｒ４３４Ａ、Ｒ４３７Ａ、Ｒ４３８Ａ、Ｒ
５０７Ａ、Ｒ５０２、およびＲ４３７Ａを使用するシステム、それを使用したシステムま
たはそれを使用するよう設計されたシステムでＲ１３４ａ、Ｒ２２、Ｒ１２、Ｒ４０４Ａ
、Ｒ４１０Ａ、Ｒ４０７Ｃ、Ｒ４１３Ａ、Ｒ４１７Ａ、Ｒ４２２Ａ、Ｒ４２２Ｂ、Ｒ４２
２ＣおよびＲ４２２Ｄ、Ｒ４２３Ａ、Ｒ４２４Ａ、Ｒ４２６Ａ、Ｒ４２８Ａ、Ｒ４３０Ａ
、Ｒ４３４Ａ、Ｒ４３７Ａ、Ｒ４３８Ａ、Ｒ５０７Ａ、Ｒ５０２、およびＲ４３７Ａを置
き換える方法であって、該システムに請求項１に記載の組成物を提供する工程を含む、上
記方法。
【請求項７】
　請求項１に記載の組成物を含有する冷凍、空調またはヒートポンプ装置。
【請求項８】
　（ａ）請求項１に記載の組成物を発泡性組成物に加える工程と、
　（ｂ）発泡性組成物を発泡体を形成するのに有効な条件下で反応させる工程と
を含む発泡体の成形方法。
【請求項９】
　請求項１に記載の組成物を含むスプレー可能な組成物。
【請求項１０】
　請求項１に記載の組成物をエアゾール容器中の活性成分に加える工程を含むエアゾール
製品の生産方法であって、該組成物が噴射剤として機能する、上記方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
関連出願の相互参照
　本出願は、２００８年１１月１９日出願の米国仮特許出願第６１／１１６，０４１号明
細書の優先権を主張するものである。
【０００２】
　本開示は、冷凍、エアコン、およびヒートポンプシステムでの使用のための組成物であ
って、テトラフルオロプロペンおよび少なくとも１つの炭化水素を含む組成物に関する。
本発明の組成物は、伝熱流体、発泡剤、エアゾール噴射剤、ならびに火抑制剤および消火
剤として、冷却を行うまたは熱を産生させるための方法で有用である。
【背景技術】
【０００３】
　冷凍業界は、モントリオール議定書（Ｍｏｎｔｒｅａｌ　Ｐｒｏｔｏｃｏｌ）の結果と
して段階的に廃止されつつあるオゾン破壊クロロフルオロカーボン（ＣＦＣ）およびハイ
ドロクロロフルオロカーボン（ＨＣＦＣ）の代替冷媒を見つけるために過去数十年の間努
力してきた。ほとんどの冷媒製造業者にとっての解決策は、ハイドロフルオロカーボン（
ＨＦＣ）冷媒の商業化であった。現時点で最も広く使用されつつある新たなＨＦＣ冷媒、
ＨＦＣ－１３４ａはゼロのオゾン破壊係数を有し、従ってモントリオール議定書の結果と
しての現行規制上の段階的廃止による影響を受けない。
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【０００４】
　さらなる環境規制は究極的には、ある種のＨＦＣ冷媒のグローバルな段階的廃止をもた
らすかもしれない。現在、自動車業界は、移動式エアコンに使用される冷媒に対する地球
温暖化係数にかかわる規制に直面しているところである。それ故、移動式エアコン市場向
けに減少した地球温暖化係数の新たな冷媒を特定する、大きな現在の必要性が存在する。
規制が、例えば固定エアコンおよび冷凍システムに対して、将来より広く適用されれば、
冷凍およびエアコン業界のすべての分野に使用できる冷媒に対してさらにより大きい必要
性が感じられるであろう。
【０００５】
　現在提案されているＨＦＣ－１３４ａの代替冷媒には、ＨＦＣ－１５２ａ、ブタンもし
くはプロパンなどの純炭化水素、またはＣＯ２などの「天然」冷媒が含まれる。これらの
提案された代替品の多くは有毒であり、引火性であり、および／または低いエネルギー効
率を有する。新しい代替品がまた、とりわけＨＣＦＣ－２２、Ｒ４０４Ａ、Ｒ４０７Ｃ、
Ｒ４１０Ａに対して提案されている。それ故、新たな代替冷媒が捜し求められている。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本開示の目的は、低いまたはゼロのオゾン破壊係数および現在の冷媒と比べてより低い
地球温暖化係数という要求を満たすために独特の特性を提供する新規な冷媒組成物および
伝熱流体組成物を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　ＨＦＯ－１２３４ｙｆおよびシクロプロパン；
　ＨＦＯ－１２３４ｙｆおよびプロピレン；
　ＨＦＯ－１２３４ｙｆ、ＨＦＣ－１５２ａ、およびシクロプロパン；
　ＨＦＯ－１２３４ｙｆ、ＨＦＣ－１５２ａ、およびプロパン；ならびに
　ＨＦＯ－１２３４ｙｆ、ＨＦＣ－１３４ａ、およびシクロプロパン
を含む組成物が本明細書に開示される。
【０００８】
　本明細書にはまた、冷却および加熱を行う方法および他の冷媒を置き換える方法が開示
される。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　以下に記載される実施形態の詳細に取り組む前に、幾つかの用語が定義されるかまたは
明確化される。
【００１０】
定義
　本明細書で用いるところでは、用語伝熱組成物は、熱を熱源からヒートシンクに運ぶた
めに使用される組成物を意味する。
【００１１】
　熱源は、それから熱を加える、移す、移動させるまたは除去することが望ましい任意の
空間、場所、物体または本体と定義される。熱源の例は、冷蔵庫またはスーパーマーケッ
トでのフリーザーケース、エアコンを必要とする建物空間、工業用水冷却装置またはエア
コンを必要とする自動車の客室などの、冷凍もしくは冷却を必要とする空間（開かれたま
たは閉ざされた）である。幾つかの実施形態では、伝熱組成物は、移送プロセスの全体に
わたって一定の状態のままであってもよい（すなわち、蒸発しないまたは凝縮しない）。
他の実施形態では、蒸発冷却プロセスは、同様に伝熱組成物を利用してもよい。
【００１２】
　ヒートシンクは、熱を吸収することができる任意の空間、場所、物体または本体と定義
される。蒸気圧縮冷凍システムは、かかるヒートシンクの一例である。
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【００１３】
　伝熱システムは、特定の空間で加熱または冷却効果を産生させるために用いられるシス
テム（または装置）である。伝熱システムは、移動式システムであっても固定システムで
あってもよい。
【００１４】
　伝熱システムの例には、エアコン、フリーザー、冷蔵庫、ヒートポンプ、水冷却装置、
フラデッドエバポレーター冷却装置、直接膨張冷却装置、ウォーク－イン・クーラー、ヒ
ートポンプ、移動式冷蔵庫、移動式エアコン装置およびそれらの組み合わせが挙げられる
がそれらに限定されない。
【００１５】
　本明細書で用いるところでは、移動式伝熱システムは、道路、鉄道、海もしくは空用の
輸送ユニットへ組み入れられた任意の冷凍、エアコン、または加熱装置を意味する。加え
て、移動式冷凍またはエアコン装置には、任意の移動キャリヤーから独立している、「共
同一貫輸送」システムとして知られるそれらの装置が含まれる。かかる共同一貫輸送シス
テムには、「スワップボディ」（道路／鉄道複合輸送）だけでなく「コンテナ」（海／陸
複合輸送）が含まれる。
【００１６】
　本明細書で用いるところでは、固定伝熱システムは、運転中に適所に固定されているシ
ステムである。固定伝熱システムは、任意の種類の建物内に結び付けられていてももしく
は建物に付属していてもよいし、またはソフトドリンク自動販売機などの、ドアから外へ
配置されたスタンドアロンデバイスであってもよい。これらの固定用途は、固定エアコン
およびヒートポンプ（冷却装置、高温ヒートポンプ、住宅用、商業用または工業用エアコ
ンシステムを含むがそれらに限定されない、そしてウィンドウ、ダクトレス、ダクト付き
、パッケージ化末端、冷却装置、および屋上システムなどの屋外のしかし建物に連結され
たものを含む）であってもよい。固定冷凍用途では、本開示の組成物は、商業用、工業用
または住宅用冷蔵庫およびフリーザー、製氷機、内蔵型クーラーおよびフリーザー、フラ
デッドエバポレーター冷却装置、直接膨張冷却装置、ウォーク－インおよびリーチ－イン
クーラーおよびフリーザー、ならびに複合型システムを含む機器で有用であるかもしれな
い。幾つかの実施形態では、本開示の組成物は、スーパーマーケット冷凍システムに使用
されてもよい。さらに、固定システムには、一次冷媒および二次伝熱流体を利用する二次
ループシステムが含まれる。
【００１７】
　冷凍能力（冷却能力とも言われる）は、循環される冷媒の１ポンド当たりのエバポレー
ターでの冷媒のエンタルピーの変化、またはエバポレーターを出る冷媒蒸気の単位体積（
容積）当たりエバポレーターで冷媒によって除去される熱を定義するための用語である。
冷凍能力は、冷媒または伝熱組成物の冷却を行う能力の尺度である。それ故、この能力が
高ければ高いほど、行われる冷却は大きい。冷却速度は、単位時間当たりエバポレーター
で冷媒によって除去される熱を意味する。
【００１８】
　性能計数（ＣＯＰ）は、サイクルを運転するために必要とされるエネルギー入力で割ら
れた除熱量である。ＣＯＰが高ければ高いほど、エネルギー効率は高い。ＣＯＰは、内温
および外温の特有のセットでの冷凍またはエアコン機器についての効率格付けであるエネ
ルギー効率比（ＥＥＲ）に直接関係する。
【００１９】
　用語「サブクーリング」は、所与の圧力について液体の飽和点より下への液体の温度の
低下を意味する。飽和点は、蒸気組成物が液体に完全に凝縮する温度である（バブルポイ
ントとも言われる）。しかしサブクーリングは、所与の圧力で液体をより低い温度の液体
へ冷却し続ける。液体を飽和温度より下に冷却することによって、正味の冷凍能力を増大
させることができる。サブクーリングはそれによってシステムの冷凍能力およびエネルギ
ー効率を向上させる。サブクール量は、飽和温度より下への冷却の量（度単位での）であ
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るかまたは液体組成物がその飽和温度よりどれくらい下に冷却されているかである。
【００２０】
　過熱は、飽和蒸気温度（「露点」とも言われる、組成物が冷却される場合に、液体の第
１滴が形成される温度）よりどれくらい上に蒸気組成物が加熱されているかを定義する用
語である。
【００２１】
　温度グライド（簡単に「グライド」と時々言われる）は、いかなるサブクーリングまた
は過熱も除いて、冷媒システムの構成要素内での冷媒による相変化プロセスの開始および
終了温度の間の差の絶対値である。この用語は、近共沸（ｎｅａｒ－ａｚｅｏｔｒｏｐｉ
ｃ）混合物または非共沸組成物の凝縮または蒸発を記載するために用いられてもよい。
【００２２】
　共沸組成物とは、単一物質として挙動する２つ以上の物質の定沸点混合物を意味する。
共沸組成物を特徴づける一方法は、液体の部分蒸発または蒸留によって生み出された蒸気
が、それがそれから蒸発するまたは蒸留される液体と同じ組成を有する、すなわち、混合
物が組成変化なしに蒸留される／還流することである。定沸点組成物は、同じ化合物の非
共沸混合物のそれと比べて、それらが最高沸点か最低沸点かのどちらかを示すので、共沸
として特徴づけられる。共沸組成物は、システムの伝熱および効率を低下させるかもしれ
ない、運転中に冷凍またはエアコンシステム内で分別蒸留しないであろう。さらに、共沸
組成物は冷凍またはエアコンシステムからの漏洩時に分別蒸留しないであろう。
【００２３】
　近共沸組成物（一般に「共沸混合物様組成物」とも言われる）は、本質的に単一物質と
して挙動する２つ以上の物質の実質的に定沸点の液体混合物である。近共沸組成物を特徴
づける一方法は、液体の部分蒸発または蒸留によって生み出された蒸気が、それがそれか
ら蒸発したまたは蒸留された液体と実質的に同じ組成を有する、すなわち、混合物が実質
的な組成変化なしに蒸留される／還流することである。近共沸組成物を特徴づける別の方
法は、ある特定の温度での組成物のバブルポイント蒸気圧および露点蒸気圧が実質的に同
じものであることである。本明細書では、組成物の５０重量パーセントが蒸発またはボイ
リングオフなどによって除去された後に、元の組成物と、元の組成物の５０重量パーセン
トが除去された後に残る組成物との間の蒸気圧の差が約１０パーセント未満である場合に
組成物は近共沸である。
【００２４】
　非共沸組成物は、単一物質よりむしろ単純な混合物として挙動する２つ以上の物質の混
合物である。非共沸組成物を特徴づける一方法は、液体の部分蒸発または蒸留によって生
み出された蒸気が、それがそれから蒸発したまたは蒸留された液体と実質的に異なる組成
を有する、すなわち、混合物が実質的な組成変化ありで蒸留される／還流することである
。非共沸組成物を特徴づける別の方法は、ある特定の温度での組成物のバブルポイント蒸
気圧および露点蒸気圧が実質的に異なることである。本明細書では、組成物の５０重量パ
ーセントが蒸発またはボイリングオフなどによって除去された後に、元の組成物と、元の
組成物の５０重量パーセントが除去された後に残る組成物との間の蒸気圧の差が約１０パ
ーセントより大きい場合に組成物は非共沸である。
【００２５】
　本明細書で用いるところでは、用語「潤滑油」は、潤滑性を圧縮機にもたらして部品を
焼き付けから防ぐのに役立つ、組成物または圧縮機に添加される（および任意の伝熱シス
テム内で使用中の任意の伝熱組成物と接触する）任意の材料を意味する。
【００２６】
　本明細書で用いるところでは、相溶化剤は、伝熱システム潤滑油への本開示の組成物の
ハイドロフルオロカーボンの溶解度を向上させる化合物である。幾つかの実施形態では、
相溶化剤は圧縮機へのオイルリターンを改良する。幾つかの実施形態では、本組成物は、
油に富む相の粘度を下げるためのシステム潤滑油と一緒に使用される。
【００２７】
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　本明細書で用いるところでは、オイルリターンは、伝熱システムを通して潤滑油を運び
、そしてそれを圧縮機に戻す伝熱組成物の能力を意味する。すなわち、使用中に、圧縮機
潤滑油のある部分が圧縮機からシステムの他の部分へ伝熱組成物によって運び去られるこ
とは珍しくない。かかるシステムでは、潤滑油が圧縮機に効率よく戻されない場合、圧縮
機は、潤滑の欠如のために最終的には破損するであろう。
【００２８】
　本明細書で用いるところでは、「紫外線」染料は、電磁スペクトルの紫外または「近」
紫外領域の光を吸収するＵＶ蛍光またはリン光組成物と定義される。１０ナノメートル～
約７７５ナノメートルの範囲の波長の少なくともある放射線を発するＵＶ光による照明下
にＵＶ蛍光染料によって生み出される蛍光が検出されてもよい。
【００２９】
　地球温暖化係数（ＧＷＰ）は、１キログラムの二酸化炭素の排出と比較して１キログラ
ムの特定の温室効果ガスの大気排出による相対的な地球温暖化関与を推定するための指標
である。ＧＷＰは、所与のガスについて大気寿命の影響を示す異なる対象期間について計
算することができる。１００年対象期間のＧＷＰは一般に参照される数値である。混合物
については、加重平均を各成分についての個々のＧＷＰに基づいて計算することができる
。
【００３０】
　オゾン層破壊係数（ＯＤＰ）は、物質によって引き起こされるオゾン層破壊の量に関す
る数である。ＯＤＰは、類似の質量のＣＦＣ－１１（フルオロトリクロロメタン）の影響
と比較した化学薬品のオゾンへの影響の比である。従って、ＣＦＣ－１１のＯＤＰは１．
０であると定義される。他のＣＦＣおよびＨＣＦＣは、０．０１～１．０の範囲であるＯ
ＤＰを有する。ＨＦＣは、それらが塩素を含有しないのでゼロのＯＤＰを有する。
【００３１】
　本明細書で用いるところでは、用語「含む（ｃｏｍｐｒｉｓｅｓ）」、「含む（ｃｏｍ
ｐｒｉｓｉｎｇ）」、「包含する（ｉｎｃｌｕｄｅｓ）」、「を含む（ｉｎｃｌｕｄｉｎ
ｇ）」、「有する（ｈａｖｅ）」、「有する（ｈａｖｉｎｇ）」またはそれらの任意の他
の変形は、非排他的な包含を網羅することを意図される。例えば、要素のリストを含む組
成物、プロセス、方法、物品、もしくは装置は、それらの要素のみに必ずしも限定されな
いが、明確にリストされないかまたはかかる組成物、プロセス、方法、物品、もしくは装
置に固有の他の要素を包含してもよい。さらに、それとは反対を明確に述べられない限り
、「または（ｏｒ）」は包括的なまたはを意味し、排他的なまたはを意味しない。例えば
、条件ＡまたはＢは次のいずれか１つで満たされる：Ａは真であり（または存在し）かつ
Ｂは偽である（または存在しない）；Ａは偽であり（または存在せず）かつＢは真である
（または存在する）；ならびにＡおよびＢの両方とも真である（または存在する）。
【００３２】
　移行句「からなる（ｃｏｎｓｉｓｔｉｎｇ　ｏｆ）」は、明記されないいかなる要素、
工程、または原料も排除する。特許請求の範囲においてかかる句は、それらと通常関係が
ある不純物を除いて列挙されるもの以外の材料の包含を特許請求の範囲から締め出すであ
ろう。語句「からなる（ｃｏｎｓｉｓｔｓ　ｏｆ）」が、序文の直後よりむしろ、特許請
求の範囲の本体の条項に現れるとき、それは当該条項に記述される要素のみを限定し；他
の要素は全体として特許請求の範囲から排除されない。
【００３３】
　移行句「から本質的になる」は、文字通り開示されるものに加えて、材料、工程、特徴
、成分、または要素を包含する組成物、方法または装置を定義するために用いられる。た
だし、これらの追加の包含された材料、工程、特徴、成分、または要素は、特許請求され
る発明の基本的なおよび新規な特性に実質的に影響を及ぼさない。用語「から本質的にな
る」は、「含む」と「からなる」との中間位置を占める。
【００３４】
　本出願人らが発明またはそれの一部を、「含む」などの開放端用語で定義した場合、（
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別のやり方で記述されない限り）その記載が用語「から本質的になる」または「からなる
」を用いてかかる発明をまた記載していると解釈されるべきであることは容易に理解され
るべきである。
【００３５】
　また、「ａ」および「ａｎ」の使用は、本明細書に記載される要素および組成物を記載
するために用いられる。これは、便宜上および本発明の範囲の一般的な意味を与えるため
に行われるにすぎない。この記載は、１つまたは少なくとも１つを包含すると読まれるべ
きであり、単数形はまた、それが複数形ではないことを意味することが明らかでない限り
、複数形を包含する。
【００３６】
　特に定義されない限り、本明細書に用いられる全ての専門および科学用語は、本発明が
属する技術分野の当業者によって一般に理解されるものと同じ意味を有する。本明細書に
記載されるものに類似のまたは等価の方法および材料を、本開示の組成物の実施形態の実
施または試験に使用することができるが、好適な方法および材料は以下に記載される。本
明細書に言及される全ての刊行物、特許出願、特許、および他の参考文献は、特定の節が
引用されない限り、それらの全てを参照により援用される。矛盾が生じた場合には、定義
を含む、本明細書が優先される。加えて、材料、方法、および実施例は例示的であるにす
ぎず、限定的であることを意図されない。
【００３７】
組成物
　２，３，３，３－テトラフルオロプロペン（ＨＦＯ－１２３４ｙｆ）および少なくとも
１つの他の化合物を含む組成物が開示される。ＨＦＯ－１２３４ｙｆは、当該技術分野で
公知の方法によって製造されてもよい。
【００３８】
　一実施形態では、ＨＦＯ－１２３４ｙｆを含む本発明の組成物において他の化合物は少
なくとも１つの炭化水素を含む。別の実施形態では、ＨＦＯ－１２３４ｙｆを含む本発明
の組成物において他の化合物は、プロパン、シクロプロパンおよびプロピレンからなる群
から選択される少なくとも１つの炭化水素を含む。
【００３９】
　別の実施形態では、本開示の組成物はまた、テトラフルオロエタン、ペンタフルオロエ
タン（ＨＦＣ－１２５）、およびジフルオロエタン（１，１－ジフルオロエタンまたはＨ
ＦＣ－１５２ａ）からなる群から選択される他のフッ素化化合物を含有する。テトラフル
オロエタンは、１，１，１，２－テトラフルオロエタン（ＨＦＣ－１３４ａ）または１，
１，２，２－テトラフルオロエタン（ＨＦＣ－１３４）であってもよい。これらのフッ素
化化合物は、商業的に入手可能であるかまたは当該技術分野で公知の方法によって製造さ
れてもよい。
【００４０】
　一実施形態では、
　ＨＦＯ－１２３４ｙｆおよびシクロプロパン；
　ＨＦＯ－１２３４ｙｆおよびプロピレン；
　ＨＦＯ－１２３４ｙｆ、ＨＦＣ－１５２ａ、およびシクロプロパン；
　ＨＦＯ－１２３４ｙｆ、ＨＦＣ－１５２ａ、およびプロパン；ならびに
　ＨＦＯ－１２３４ｙｆ、ＨＦＣ－１３４ａ、およびシクロプロパン
を含む組成物が開示される。
【００４１】
　本明細書に開示される組成物は、伝熱組成物、エアゾール噴射剤、発泡体形成剤、発泡
剤、キャリヤー流体、置換乾燥剤、バフ研磨剤、重合媒体、ポリオレフィンおよびポリウ
レタン用の膨張剤、ならびにガス状誘電体として有用である。液体またはガス状形態で、
本開示の組成物は、熱を熱源からヒートシンクへ運ぶために使用される作動流体として働
く。かかる伝熱組成物はまた、流体が相変化する；すなわち、液体からガスへおよびガス
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かもしれない。
【００４２】
　一実施形態では、開示される二成分組成物は、ＨＦＯ－１２３４ｙｆが約１重量パーセ
ント～約９９重量パーセントで存在するときに一般に有用であるかもしれない。別の実施
形態では、有用な組成物は、約２０重量パーセント～約９９重量パーセントのＨＦＯ－１
２３４ｙｆを含む。別の実施形態では、有用な組成物は、約４０重量パーセント～約９８
重量パーセントのＨＦＯ－１２３４ｙｆを含む。そしてさらに別の実施形態では、有用な
組成物は、約５０重量パーセント～約９８重量パーセントのＨＦＯ－１２３４ｙｆを含む
。
【００４３】
　一実施形態では、ＨＦＯ－１２３４ｙｆ、炭化水素および追加のフルオロカーボンを含
有する開示される三成分組成物は、ＨＦＯ－１２３４ｙｆが全体組成物の約１重量パーセ
ント～約９８重量パーセントで存在するときに一般に有用である。別の実施形態では、有
用な組成物は、約２０重量パーセント～約９８重量パーセントのテトラフルオロプロペン
を含む。別の実施形態では、有用な組成物は、約４０重量パーセント～約９８重量パーセ
ントのテトラフルオロプロペンを含む。そしてさらに別の実施形態では、有用な組成物は
、約５０重量パーセント～約９８重量パーセントのテトラフルオロプロペンを含む。
【００４４】
　一実施形態では、本開示の組成物は、成分が、リストされるような濃度±２重量パーセ
ントで存在するときに所望の特性および機能性を維持すると一般に予期される。
【００４５】
　幾つかの実施形態では、本開示の組成物は近共沸であることが見いだされる。２，３，
３，３－テトラフルオロプロペンを含む近共沸組成物は、表１にリストされるような特定
の温度で特定された。
【００４６】
【表１】

【００４７】
　幾つかの実施形態では、本開示の組成物は共沸であることが見いだされる。２，３，３
，３－テトラフルオロプロペンを含む共沸組成物は、表２にリストされるような特定の温
度で特定された。
【００４８】
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【表２】

【００４９】
　本発明の組成物の幾つかは非共沸組成物である。
【００５０】
　非共沸組成物は、共沸または近共沸混合物よりもある種の利点を有するかもしれない。
非共沸組成物は、単一物質よりむしろ混合物として挙動する２つ以上の物質の混合物であ
る。非共沸組成物を特徴づける一方法は、液体の部分蒸発または蒸留によって生み出され
た蒸気が、それがそれから蒸発したまたは蒸留された液体と実質的に異なる組成を有する
、すなわち、混合物が実質的な組成変化ありで蒸留される／還流することである。非共沸
組成物を特徴づける別の方法は、ある特定の温度での組成物のバブルポイント蒸気圧およ
び露点蒸気圧が実質的に異なることである。本明細書では、組成物の５０重量パーセント
が蒸発またはボイリングオフなどによって除去された後に、元の組成物と、元の組成物の
５０重量パーセントが除去された後に残る組成物との間の蒸気圧の差が約１０パーセント
より大きい場合に組成物は非共沸である。
【００５１】
　幾つかの実施形態では、ＨＦＯ－１２３４ｙｆ、炭化水素、および随意の追加のフッ素
化化合物に加えて、本開示の組成物は随意の他の成分を含んでもよい。
【００５２】
　幾つかの実施形態では、本明細書に開示される組成物中の随意の他の成分（本明細書で
は添加剤とも言われる）は、潤滑油、染料、可溶化剤、相溶化剤、安定剤、トレーサー、
パーフルオロポリエーテル、摩耗防止剤、極圧剤、腐食および酸化防止剤、金属表面エネ
ルギー低減剤、金属表面不活性化剤、フリーラジカル捕捉剤、発泡制御剤、粘度指数向上
剤、流動点降下剤、洗剤、粘度調整剤、ならびにそれらの混合物からなる群から選択され
る１つ以上の成分を含んでもよい。実際に、これらの随意の他の成分の多くは、これらの
カテゴリーの１つ以上に適合し、それらが１つ以上の性能特性を達成するのに役立つ品質
を有するかもしれない。
【００５３】
　幾つかの実施形態では、１つ以上の添加剤が全体組成物に対して少量で本開示の組成物
中に存在する。幾つかの実施形態では、本開示の組成物中の添加剤濃度の量は、約０．１
重量パーセント未満から約５重量パーセントほどに多くまでの全添加剤である。ある場合
には、添加剤は、約０．１重量パーセント～約３．５重量パーセントの量で本開示の組成
物中に存在する。本開示の組成物のために選択される添加剤成分は、実用性および／また
は個々の機器構成要素もしくはシステム要件に基づいて選択される。
【００５４】
　幾つかの実施形態では、本開示の組成物は、鉱油（鉱物起源の油）、合成潤滑油、およ
びそれらの混合物からなる群から選択される少なくとも１つの潤滑油を含む。
【００５５】
　幾つかの実施形態では、本開示の組成物は、冷凍またはエアコン機器で使用するのに好
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適なものから選択される少なくとも１つの潤滑油を含む。幾つかの実施形態では、本開示
の組成物は、圧縮冷凍潤滑の分野で容易に公知のものから選択される少なくとも１つの合
成油を含む。
【００５６】
　幾つかの実施形態では、少なくとも１つの随意の成分は鉱油潤滑油である。幾つかの実
施形態では、鉱油潤滑油は、パラフィン（真っ直ぐな炭素鎖の飽和炭化水素、分岐炭素鎖
の飽和炭化水素、およびそれらの混合物を含む）、ナフテン（飽和の環状および環構造を
含む）、芳香族化合物（１つ以上の環を含有する不飽和炭化水素のものであって、１つ以
上の環が交互の炭素－炭素二重結合で特徴づけられるもの）および非炭化水素（硫黄、窒
素、酸素およびそれらの混合物などの原子を含有する分子）、ならびにそれらの混合物お
よび組み合わせからなる群から選択される。
【００５７】
　幾つかの実施形態は１つ以上の合成潤滑油を含有してもよい。幾つかの実施形態では、
合成潤滑油は、アルキル置換芳香族化合物（しばしば一般にアルキルベンゼンと言われる
、線状、分岐、線状アルキル基と分岐アルキル基の混合物で置換されたベンゼンまたはナ
フタレンなどの）、合成パラフィンおよびナフテン、ポリ（アルファオレフィン）、ポリ
グリコール（ポリアルキレングリコールを含む）、二塩基性酸エステル、ポリエステル、
ネオペンチルエステル、ポリビニルエーテル（ＰＶＥ）、シリコーン、シリケートエステ
ル、フッ素化化合物、ホスフェートエステルならびにそれらの混合物および組み合わせか
らなる群から選択される。
【００５８】
　幾つかの実施形態では、本明細書に開示されるような組成物は、鉱油、アルキルベンゼ
ン、ポリアルファオレフィン、ポリアルキレングリコール、ポリオールエステル、ポリビ
ニルエーテル、およびそれらの混合物からなる群から選択される少なくとも１つの潤滑油
をさらに含む。
【００５９】
　幾つかの実施形態では、本明細書に開示される組成物は、少なくとも１つの商業的に入
手可能な潤滑油を含有する。幾つかの実施形態では、本明細書に開示される組成物は、Ｂ
ＶＭ　１００　Ｎ（ＢＶＡ　Ｏｉｌｓによって販売されるパラフィン系鉱油）、Ｓｕｎｉ
ｓｏ（登録商標）１ＧＳ、Ｓｕｎｉｓｏ（登録商標）３ＧＳおよびＳｕｎｉｓｏ（登録商
標）５ＧＳ（Ｃｒｏｍｐｔｏｎ　Ｃｏ．によって販売されるナフテン系鉱油）、Ｓｏｎｔ
ｅｘ（登録商標）３７２ＬＴ（Ｐｅｎｎｚｏｉｌによって販売されるナフテン系鉱油）、
Ｃａｌｕｍｅｔ（登録商標）ＲＯ－３０（Ｃａｌｕｍｅｔ　Ｌｕｂｒｉｃａｎｔｓによっ
て販売されるナフテン系鉱油）、Ｚｅｒｏｌ（登録商標）７５、Ｚｅｒｏｌ（登録商標）
１５０およびＺｅｒｏｌ（登録商標）５００（Ｓｈｒｉｅｖｅ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓによ
って販売される線状アルキルベンゼン）およびＨＡＢ　２２（新日本石油によって販売さ
れる分岐アルキルベンゼン）、Ｃａｓｔｒｏｌ（登録商標）１００（Ｃａｓｔｒｏｌ，Ｕ
ｎｉｔｅｄ　Ｋｉｎｇｄｏｍ）などのポリオールエステル（ＰＯＥ）、Ｄｏｗ（Ｄｏｗ　
Ｃｈｅｍｉｃａｌ，Ｍｉｄｌａｎｄ，Ｍｉｃｈｉｇａｎ）からのＲＬ－４８８Ａなどのポ
リアルキレングリコール（ＰＡＧ）、ならびにそれらの混合物からなる群から選択される
少なくとも１つの潤滑油を含有する。
【００６０】
　幾つかの実施形態では、潤滑油は、全組成物に対して５．０重量％未満の量で存在する
。他の実施形態では、潤滑油の量は、全組成物の約０．１～３．５重量％である。
【００６１】
　本明細書に開示される組成物についての上記の重量比にもかかわらず、幾つかの伝熱シ
ステムでは、組成物が使用されている間に、それが、かかる伝熱システムの１つ以上の機
器構成要素から追加の潤滑油を獲得してもよいことが理解される。例えば、幾つかの冷凍
、エアコンおよびヒートポンプシステムでは、潤滑油は、圧縮機および／または圧縮機潤
滑油溜めに装入されてもよい。かかる潤滑油は、かかるシステムにおいて冷媒中に存在す
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る任意の潤滑油添加剤に加えて存在するであろう。使用中に、冷媒組成物は、圧縮機中に
あるときに、ある量の機器潤滑油をピックアップして冷媒－潤滑油組成を出発比から変え
るかもしれない。
【００６２】
　かかる伝熱システムでは、潤滑油の大部分がシステムの圧縮機部分内に存在するときで
さえ、全体システムは、組成物の約７５重量パーセントほどから約１．０重量パーセント
ほどまでが潤滑油である状態で全組成物を含有してもよい。一実施形態では、幾つかのシ
ステム、例えばスーパーマーケット冷凍展示ケースでは、システムは、約３重量パーセン
トの潤滑油（システムに装入する前に冷媒組成物中に存在する任意の潤滑油に加えて）お
よび９７重量パーセントの冷媒を含有してもよい。別の実施形態では、幾つかのシステム
、例えば移動式エアコンシステムでは、システムは約２０重量パーセントの潤滑油（シス
テムに装入する前に冷媒組成物中に存在する任意の潤滑油に加えて）および約８０重量パ
ーセントの冷媒を含有してもよい。
【００６３】
　幾つかの実施形態では、本開示の組成物は、組成物の引火特性を低下させるための添加
剤を含んでもよい。炭化水素冷媒は引火性化合物であることが知られており、幾つかの用
途では、引火特性の低下が望まれる。本開示の組成物中に含められてもよい添加剤には、
塩（例えば、酢酸塩、ホウ酸塩、炭酸塩、重炭酸塩、リン酸塩、硝酸塩、水酸化物、酸化
物、モリブデン酸塩、臭化物、臭素酸塩、塩素酸塩、塩化物、またはヨウ化物）、ホスフ
ェートエステル、有機ホスホネート、およびホスホニウム塩を含むリン化合物、ホウ酸、
有機ホウ素化合物、臭素化化合物、塩素化パラフィン、ポリリン酸アンモニウム、メラミ
ン、水とポリアルキレングリコールまたはポリオールエステルとの混合物、過フッ素化潤
滑油、フルオロケトン、フルオロヨード化合物、またはそれらの混合物が含まれる。
【００６４】
　引火性を低減するための代表的な塩には、酢酸ナトリウム（ＣＨ３ＣＯ２Ｎａ）、酢酸
カリウム（ＣＨ３ＣＯ２Ｋ）、炭酸カリウム（Ｋ２ＣＯ３）、炭酸鉄（ＩＩ）（ＦｅＣＯ

３）、炭酸ナトリウム（Ｎａ２ＣＯ３）、炭酸アンモニウム（（ＮＨ４）２ＣＯ３）、重
炭酸ナトリウム（ＮａＨＣＯ３）、重炭酸カリウム（ＫＨＣＯ３）、リン酸アンモニウム
（（ＮＨ４）３ＰＯ４）、硝酸カリウム（ＫＮＯ３）、塩化ナトリウム（ＮａＣｌ）、塩
化カリウム（ＫＣｌ）、塩化コバルト（ＣｏＣｌ２）、塩化ルビジウム（ＲｂＣｌ）、塩
化チタン（ＴｉＣｌ４）、臭化ナトリウム（ＮａＢｒ）、臭化カリウム（ＫＢｒ）、臭化
ルビジウム（ＲｂＢｒ）、ヨウ化カリウム（ＫＩ）、ヨウ化ルビジウム（ＲｂＩ）、水酸
化マグネシウム（Ｍｇ（ＯＨ）２）、水酸化アルミニウム（Ａｌ（ＯＨ）３）、ホウ酸亜
鉛（３ＺｎＯ：２Ｂ２Ｏ３）、酸化亜鉛（ＺｎＯ）、モリブデン酸亜鉛（ＺｎＭｏＯ４）
、モリブデン酸カルシウム（ＣａＭｏＯ４）、酸化銅（Ｃｕ２ＯおよびＣｕＯ）、ならび
に、三酸化アンチモン（Ｓｂ２Ｏ３）および五酸化アンチモン（Ｓｂ２Ｏ５）を含むがそ
れらに限定されない酸化アンチモンなどが含まれるがそれらに限定されない。かかる塩は
、Ａｌｄｒｉｃｈ，Ｍｉｌｗａｕｋｅｅ，Ｗｉｓｃｏｎｓｉｎなどの多数の化学薬品供給
業者から入手可能である。
【００６５】
　幾つかの実施形態では、本明細書に開示されるような組成物は、トリアルキルホスフェ
ート、トリアリールホスフェート、混合アルキル－アリールホスフェート（アルキルジア
リール、ジアルキルアリールまたはアルキル化アリール）、および環状ホスフェートを含
むがそれらに限定されないホスフェートエステルを含むがそれらに限定されない引火性を
低減するためのリン化合物をさらに含んでもよい。代表的なトリアルキルホスフェートに
は、トリメチルホスフェート（（ＣＨ３）３ＰＯ４）；トリエチルホスフェート（（ＣＨ

３ＣＨ２）３ＰＯ４）；トリブチルホスフェート（（Ｃ４Ｈ９）３ＰＯ４）；トリオクチ
ルホスフェート（（Ｃ８Ｈ１７）３ＰＯ４）；およびトリ（２－エチルヘキシル）ホスフ
ェート（（ＣＨ３ＣＨ（Ｃ２Ｈ５）（ＣＨ２）４）３ＰＯ４）が含まれる。代表的なトリ
アリールホスフェートには、トリフェニルホスフェート（（Ｃ６Ｈ５Ｏ）３ＰＯ）；トリ
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クレジルホスフェート（ＴＣＰ、（ＣＨ３Ｃ６Ｈ４Ｏ）３ＰＯ）；およびトリキシレニル
ホスフェート（（（ＣＨ３）２Ｃ６Ｈ３Ｏ）３ＰＯ）が含まれる。代表的な混合アルキル
－アリールホスフェートには、イソプロピルフェニルフェニルホスフェート（ＩＰＰＰ、
（Ｃ６Ｈ５Ｏ）２（（ＣＨ３）２ＣＨＯ）ＰＯ）およびビス（ｔ－ブチルフェニル）フェ
ニルホスフェート（ＴＢＰＰ、（Ｃ６Ｈ５Ｏ）２（（ＣＨ３）３Ｃ）ＰＯ）が含まれる。
かかるリン化合物は、Ａｌｄｒｉｃｈ（Ｍｉｌｗａｕｋｅｅ，Ｗｉｓｃｏｎｓｉｎ）；Ａ
ｌｆａ　Ａｅｓａｒ（Ｗａｒｄ　Ｈｉｌｌ，ＭＡ）；またはＡｋｚｏ　Ｎｏｂｅｌ（Ａｒ
ｎｈｅｍ，ｔｈｅ　Ｎｅｔｈｅｒｌａｎｄｓ）などの多数の化学薬品供給業者から入手可
能である。追加の代表的なリン化合物は、Ｓｙｎ－Ｏ－Ａｄ　８７８４、Ａｋｚｏ　Ｎｏ
ｂｅｌ（Ａｒｎｈｅｍ，ｔｈｅ　Ｎｅｔｈｅｒｌａｎｄｓ）からのブチル化トリフェニル
ホスフェート；Ｄｕｒａｄ　６２０、Ｇｒｅａｔ　Ｌａｋｅｓ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏ
ｒｐｏｒａｔｉｏｎ（ＧＬＣＣ，Ｗｅｓｔ　Ｌａｆａｙｅｔｔｅ，ＩＮ）からの第三ブチ
ル化トリフェニルホスフェート；ならびにＤｕｒａｄ　２２０および１１０、同様にＧＬ
ＣＣからのイソ－プロピル化トリフェニルホスフェートである。
【００６６】
　幾つかの実施形態では、本開示の組成物は、トリスモノクロロプロピルホスフェート（
ＴＭＣＰＰ、異なる異性体、トリス（２－クロロイソプロピル）ホスフェート、およびト
リス（２－クロロプロピル）ホスフェート）；トリス（１，３－ジクロロ－２－プロピル
）ホスフェート（ＴＤＣＰＰ、Ｐ（ＯＣＨ２ＯＨ）４Ｃｌ）；ジメチルホスホネート（Ｐ
ＨＯ（ＯＣＨ３）２）；ならびにとりわけ塩化テトラキス（ヒドロキシメチル）ホスホニ
ウム（Ｐ（ＣＨ２ＯＨ）４Ｃｌ）を含むがそれらに限定されない引火性を低減するための
有機ホスフェートおよびホスホニウム塩をさらに含んでもよい。これらのリン化合物はま
た、Ａｌｄｒｉｃｈ、Ａｌｆａ　Ａｅｓａｒ、またはＡｋｚｏ　Ｎｏｂｅｌから入手可能
である。
【００６７】
　幾つかの実施形態では、本開示の組成物は、ホウ酸（Ｈ３ＢＯ３）、トリフェニルボラ
ン（Ｂ（Ｃ６Ｈ５）３）、およびホウ酸ナトリウムなどの他のホウ素塩などのホウ素化合
物をさらに含んでもよい。
【００６８】
　幾つかの実施形態では、本開示の組成物は、ヘキサブロモシクロドデカンまたはデカブ
ロモジフェニルオキシドなどの臭素化有機化合物をさらに含んでもよい。臭素化有機化合
物には、ジブロモネオペンチルグリコール（ＤＢＮＰＧ、Ｃ（ＣＨ２Ｂｒ）２（ＣＨ２Ｏ
Ｈ）２、Ｓｐｅｃｉａｌｃｈｅｍ　ＦＲ－５２２）；トリスブロモネオペンチルホスフェ
ート（Ｓｐｅｃｉａｌｃｈｅｍ　ＦＲ－３７０／ＦＲ－３７２、（Ｃ（ＣＨ２Ｂｒ）３Ｃ
Ｈ２Ｏ）ＰＯ）、トリスブロモネオペンチルアルコール（ＴＢＮＰＡ、ＣＨ２（ＣＨ２Ｂ
ｒ）ＯＨ）、およびヘキサブロモシクロドデカン（ＨＢＣＤ、シクロ－（－ＣＨＢｒＣＨ
ＢｒＣＨ２ＣＨ２ＣＨＢｒＣＨＢｒＣＨ２ＣＨ２ＣＨＢｒＣＨＢｒＣＨ２ＣＨ２－））な
どの脂肪族化合物がさらに含まれる。
【００６９】
　臭素化有機化合物には、デカブロモジフェニルオキシド（ＤＥＣＡ、Ｏ（Ｃ６Ｂｒ５）

２、Ｓｐｅｃｉａｌｃｈｅｍ　ＦＲ－１２１０）；トリス（トリブロモフェニル）トリア
ジン（Ｓｐｅｃｉａｌｃｈｅｍ　ＦＲ－２４５）；テトラブロモビスフェノールＡビス（
２，３－ジブロモプロピルエーテル）（Ｓｐｅｃｉａｌｃｈｅｍ　ＦＲ－７２０）；オク
タブロモジフェニルオキシド（ＯＣＴＡ、Ｓｐｅｃｉａｌｃｈｅｍ　ＦＲ－１２０８）；
テトラブロモビスフェノールＡ（ＣＨ３）２Ｃ（Ｃ６Ｈ２Ｂｒ２ＯＨ）２、Ｓｐｅｃｉａ
ｌｃｈｅｍ　ＦＲ－１５２４）；および臭素化トリメチルフェニルインダン（Ｓｐｅｃｉ
ａｌｃｈｅｍ　ＦＲ－１８０８）などの芳香族化合物がさらに含まれる。
【００７０】
　本明細書に開示されるような組成物において引火性低減添加剤として機能する臭素化有
機化合物には、とりわけ、Ｓｐｅｃｉａｌｃｈｅｍ　Ｆ－２０１６（オリゴマー）などの
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臭素化エポキシ化合物が含まれる。上にリストされた脂肪族臭素化、芳香族臭素化および
臭素化エポキシ化合物の全てが、Ｓｐｅｃｉａｌｃｈｅｍ　Ｓ．Ａ．（Ｐａｒｉｓ，Ｆｒ
ａｎｃｅ）から入手可能である。
【００７１】
　幾つかの実施形態では、本明細書に開示されるような組成物は、１０～３０個の炭素原
子のそして約３５重量パーセント～約７０重量パーセントの塩素を分子中に有する塩素化
パラフィンをさらに含んでもよい。塩素化パラフィンには、Ｄｏｖｅｒ　Ｃｈｅｍｉｃａ
ｌ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ（Ｄｏｖｅｒ，Ｏｈｉｏ）によって、商標：Ｃｈｌｏｒｅｚ
（登録商標）／Ｈｏｒｄａｒｅｓｉｎ（登録商標）難燃性添加剤；Ｄｏｖｅｒｓｐｅｒｓ
ｅ（登録商標）樹脂状および液体塩素化パラフィンの分散系およびエマルジョン；Ｄｏｖ
ｅｒｇｕａｒｄ（登録商標）臭素化塩素化パラフィン；Ｐａｒｏｉｌ（登録商標）；なら
びにＣｈｌｏｒｏｗａｘ（登録商標）液体塩素化パラフィンで販売されるものが含まれる
。さらに、本発明の塩素化パラフィンには、Ｐｉｏｎｅｅｒ（Ｈｏｕｓｔｏｎ，Ｔｅｘａ
ｓ）によって、商標：Ｃｅｒｅｃｌｏｒ（登録商標）４２、４２ＳＳ、４８、７０、ＬＣ
ＣＰ　４４、および４６難燃性塩素化パラフィンワックスおよびＣｅｒｅｃｌｏｒ（登録
商標）Ｓ－４５、５１Ｌ、Ｓ－５２、Ｓ－５２ＨＶ、Ｓ－５５、Ｓ－５６、Ｓ－５６Ｂ、
およびＭＣＣＰ　５４　Ｃ１４～Ｃ１７塩素化パラフィンで販売される化合物が含まれる
。
【００７２】
　幾つかの実施形態では、本明細書に開示されるような組成物は、引火性低減添加剤とし
てポリリン酸アンモニウム（ＡＰＰ）、［ＮＨ４ＰＯ３］ｎをさらに含んでもよい。ポリ
リン酸アンモニウムは、直鎖または分岐のおよび架橋した分子であってもよい。シラン、
メラミンまたは他の物質でコーティングされたポリリン酸アンモニウムが入手可能である
。本発明は、コートされたまたは非コートのポリリン酸アンモニウム調合物を含むことが
意図される。これらのＡＰＰ調合物の代表的なものは、全てＳｐｅｃｉａｌｃｈｅｍ　Ｓ
．Ａ．（Ｐａｒｉｓ，Ｆｒａｎｃｅ）から入手可能である、ＦＲ　ＣＲＯＳ　４８４（非
コートの）、ＲＦ　ＣＲＯＳ　４８６（表面反応シランコーティング）、およびＦＲ　Ｃ
ＲＯＳ　４８４（表面反応メラミンコーティング）である。
【００７３】
　幾つかの実施形態では、本明細書に開示されるような組成物は、引火性低減添加剤とし
て、任意選択的に腐食防止、摩耗防止、安定剤および／または潤滑性添加剤入りの水とポ
リアルキレングリコール（ＰＡＧ）またはポリオールエステル（ＰＯＥ）潤滑油との混合
物をさらに含んでもよい。水での調合物は、Ｕｎｉｑｅｍａ（Ｇｏｕｄａ，Ｔｈｅ　Ｎｅ
ｔｈｅｒｌａｎｄｓ）によって商標ＥＭＫＡＲＯＸ（登録商標）ＨＶ　４５およびＥＭＫ
ＡＲＯＸ（登録商標）ＨＶ　２０（ＰＡＧ）で販売されるものなど、３０重量パーセント
以上の水を含んでもよい。記載されるようなＰＡＧ／水およびＰＯＥ／水はまた潤滑油と
しても機能するので、追加の潤滑油は必要ではないかもしれない。あるいはまた、追加の
潤滑油が、潤滑のために必要に応じてＰＡＧ／水またはＰＯＥ／水混合物に加えられても
よい。
【００７４】
　幾つかの実施形態では、本明細書に開示されるような組成物は、引火性低減添加剤とし
てパーフルオロカーボンまたはパーフルオロポリエーテル潤滑油をさらに含んでもよい。
例には、商標：Ｋｒｙｔｏｘ（登録商標）（ＤｕＰｏｎｔ，Ｗｉｌｍｉｎｇｔｏｎ，ＤＥ
）；Ｆｏｍｂｌｉｎ（登録商標）（Ｓｏｌｖａｙ　Ｓｏｌｅｘｉｓ，Ｉｔａｌｙ）；およ
びＤｅｍｎｕｍ（商標）（Ｄａｉｋｉｎ　Ａｍｅｒｉｃａ，Ｉｎｃ．，日本、大阪によっ
て提供される）で販売されるパーフルオロポリエーテルが挙げられるがそれらに限定され
ない。このタイプの代表的な潤滑油は、Ｋｒｙｔｏｘ（登録商標）１５３１ＸＰまたはＫ
ｒｙｔｏｘ（登録商標）ＧＬＰシリーズ、Ｆｏｍｂｌｉｎ（登録商標）Ｚ－Ｄｏｌ、Ｚ－
Ｔｅｔｒａｏｌ、ＡＭ　２００１、またはＡＭ　３００１、Ｄｅｍｎｕｍ（商標）ＬＲ－
２００またはＳ－６５および他のＤｅｍｎｕｍ（商標）油である。前記過フッ素化潤滑油
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はまた潤滑油としても機能するので、他の潤滑油は、前記過フッ素化火災危険低減剤を含
有する組成物に全く必要とされないかもしれない。あるいはまた、過フッ素化潤滑油は、
本明細書に記載されるような他の潤滑油に添加剤として含められてもよい。
【００７５】
　幾つかの実施形態では、本明細書に開示されるような組成物は、引火性低減添加剤とし
てメラミン類をさらに含んでもよい。かかるメラミン類には、メラミン（２，４，６－ト
リアミノ－１，３，５－トリアジン）ならびにメラミンの同族体および誘導体が含まれる
。かかるメラミン同族体には、メラム（１，３，５－トリアジン－２，４，６－トリアミ
ン－ｎ－（４，６－ジアミノ－１，３，５－トリアジン－２－イル）、メレム（２，５，
８－トリアミノ－１，３，４，６，７，９，９ｂ－ヘプタアザフェナレン）、およびメロ
ン（ポリ［８－アミノ－１，３，４，６，７，９，９ｂ－ヘプタアザフェナレン－２，５
－ジイル）］）などの多環構造体が含まれる。かかるメラミン誘導体には、メラミンシア
ヌレートならびにＳｐｅｃｉａｌｃｈｅｍ　Ｓ．Ａ．（Ｐａｒｉｓ，Ｆｒａｎｃｅ）によ
って商標Ｍｅｌａｐｕｒ（登録商標）ＭＰ（メラミンモノホスフェートおよびＭｅｌａｐ
ｕｒ（登録商標）２００（メラミンポリホスフェート）で販売されるメラミン類などの、
メラミン（モノ／ピロ／ポリ）ホスフェートが含まれる。
【００７６】
　幾つかの実施形態では、本明細書に開示される組成物は、引火性低減添加剤としてフル
オロケトンをさらに含んでもよく、ここで、前記フルオロケトンは式Ｒ１ＣＯＲ２（式中
、Ｒ１およびＲ２は独立して、直鎖または分岐鎖の、飽和または不飽和の、脂肪族または
脂環式の部分的にまたは完全にフッ素化された炭化水素ラジカルから選択される）で表さ
れる。さらに、Ｒ１およびＲ２は一緒になって環状フルオロケトン環を形成してもよい。
フルオロケトンは、約２～１０個の炭素原子を含有してもよい。好ましいフルオロケトン
は、４～８個の炭素原子を含有する。本発明のフルオロケトンは、酸素などの、ヘテロ原
子をさらに含有し、こうして追加のケトン基、エーテル基、アルデヒド基、またはエステ
ル基を形成してもよい。かかるフルオロケトンの例は、１，１，１，２，２，４，５，５
，５－ノナフルオロ－４－（トリフルオロメチル）－３－ペンタノンまたはパーフルオロ
エチルイソプロピルケトン（ＰＥＩＫ）；１，１，１，３，４，４，４－ヘプタフルオロ
－３－（トリフルオロメチル）－２－ブタノンまたはパーフルオロメチルイソプロピルケ
トン（ＰＭＩＫ）；１，１，１，２，４，５，５，５－オクタフルオロ－２，４－ビス（
トリフルオロメチル）－３－ペンタノン；１，１，１，２，４，４，５，５－オクタフル
オロ－２－（トリフルオロメチル）－３－ペンタノン；１，１，１，２，４，４，５，５
，６，６，６－ウンデカフルオロ－２－（トリフルオロメチル）－３－ヘキサノン；およ
び１，１，２，２，４，５，５，５－オクタフルオロ－１－（トリフルオロメトキシ）－
４－（トリフルオロメチル）－３－ペンタノンである。ＰＥＩＫは３Ｍ（商標）（Ｓｔ．
Ｐａｕｌ，ＭＮ）から入手可能であり、リストされた他のフルオロケトンは、参照により
本明細書に援用される、米国特許第３，１８５，７３４号明細書および同第６，４７８，
９７９号明細書ならびにＪ．Ａｍ．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．，ｖｏｌ　８４，ｐｐ．４２８５
－８８、１９６２に記載されているように製造されてもよい。
【００７７】
　幾つかの実施形態では、本明細書に開示されるような組成物は、引火性低減剤として、
ヨウ化トリフルオロメチル（ＣＦ３Ｉ）などのフルオロヨード化合物をさらに含んでもよ
い。
【００７８】
　引火性低減添加剤の濃度は、これらの添加剤が添加される組成物の引火特性に依存して
変わるであろう。本開示の組成物のいずれか中の引火性低減添加剤の濃度は、許容される
レベルまで引火性を低減するかまたは前記組成物の引火性を完全に排除するのに十分なも
のであってもよい。一実施形態では、本開示の組成物に関して引火性低減添加剤の濃度は
、全組成物を基準として約ゼロ重量パーセント超～約５０重量パーセントであってもよい
。別の実施形態では、引火性低減添加剤の濃度は、約０．１重量パーセント～約２０重量



(15) JP 5689809 B2 2015.3.25

10

20

30

40

50

パーセントであろう。さらに別の実施形態では、引火性低減添加剤の濃度は、全組成物を
基準として約０．１重量パーセント～約５重量パーセントであろう。
【００７９】
　幾つかの実施形態では、本開示の組成物は少なくとも１つの染料を含む。幾つかの実施
形態では、本開示の組成物は少なくとも１つの紫外線（ＵＶ）染料を含む。
【００８０】
　幾つかの実施形態では、本開示の組成物は、蛍光染料である少なくとも１つのＵＶ染料
を含む。幾つかの実施形態では、本記載組成物は、ナフタルイミド、ペリレン、クマリン
、アントラセン、フェナントラセン、キサンテン、チオキサンテン、ナフトキサンテン、
フルオレセイン、および前記染料の誘導体ならびにそれらの組み合わせからなる群から選
択される蛍光染料である少なくとも１つのＵＶ染料を含む。
【００８１】
　幾つかの実施形態では、本開示の組成物は、約０．００１重量パーセント～約１．０重
量パーセントのＵＶ染料を含有する。他の実施形態では、ＵＶ染料は、約０．００５重量
パーセント～約０．５重量パーセントの量で存在し；他の実施形態では、ＵＶ染料は、全
組成物の０．０１重量パーセント～約０．２５重量パーセントの量で存在する。
【００８２】
　幾つかの実施形態では、ＵＶ染料は、装置（例えば、冷凍装置、エアコンまたはヒート
ポンプ）の漏洩ポイントでまたはその近くで染料の蛍光を観察することを可能にすること
によって組成物の漏洩を検出するための有用な成分である。ＵＶ発光、例えば、紫外光下
に染料からの蛍光が観察されてもよい。それ故、かかるＵＶ染料を含有する組成物が装置
の所与のポイントから漏洩しつつある場合、蛍光は、漏洩ポイントで、または漏洩ポイン
トの近くで検出することができる。
【００８３】
　幾つかの実施形態では、本記載組成物は、本開示の組成物への１つ以上の染料の溶解度
を向上させるために選択される少なくとも１つの可溶化剤をさらに含有する。幾つかの実
施形態では、染料対可溶化剤の重量比は、約９９：１～約１：１の範囲である。
【００８４】
　幾つかの実施形態では、本開示の組成物中の可溶化剤には、炭化水素、炭化水素エーテ
ル、ポリオキシアルキレングリコールエーテル（ジプロピレングリコールジメチルエーテ
ルなどの）、アミド、ニトリル、ケトン、クロロカーボン（塩化メチレン、トリクロロエ
チレン、クロロホルム、またはそれらの混合物などの）、エステル、ラクトン、芳香族エ
ーテル、フルオロエーテルおよび１，１，１－トリフルオロアルカンならびにそれらの混
合物からなる群から選択される少なくとも１つの化合物が含まれる。
【００８５】
　幾つかの実施形態では、少なくとも１つの相溶化剤は、１つ以上の潤滑油と本開示の組
成物との相溶性を向上させるために選択される。幾つかの実施形態では、相溶化剤は、炭
化水素、炭化水素エーテル、ポリオキシアルキレングリコールエーテル（ジプロピレング
リコールジメチルエーテルなどの）、アミド、ニトリル、ケトン、クロロカーボン（塩化
メチレン、トリクロロエチレン、クロロホルム、またはそれらの混合物などの）、エステ
ル、ラクトン、芳香族エーテル、フルオロエーテル、１，１，１－トリフルオロアルカン
、およびそれらの混合物からなる群から選択される。
【００８６】
　幾つかの実施形態では、１つ以上の可溶化剤および／または相溶化剤は、ジメチルエー
テル（ＤＭＥ）などの、炭素、水素および酸素のみを含有するエーテルからなる炭化水素
エーテルおよびそれらの混合物からなる群から選択される。
【００８７】
　幾つかの実施形態では、本開示の組成物は、５～１５個の炭素原子を含有する、少なく
とも１つの線状または環状の脂肪族または芳香族炭化水素相溶化剤を含む。幾つかの実施
形態では、相溶化剤は、少なくとも１つの炭化水素からなる群から選択され；他の実施形
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態では、相溶化剤は、少なくともペンタン、ヘキサン、オクタン、ノナン、デカン、商標
Ｉｓｏｐａｒ（登録商標）Ｈ（高純度Ｃ１１～Ｃ１２イソ－パラフィン系）でＥｘｘｏｎ
　Ｃｈｅｍｉｃａｌ（ＵＳＡ）から商業的に入手可能なもの、Ａｒｏｍａｔｉｃ　１５０
（Ｃ９～Ｃ１１芳香族）、Ａｒｏｍａｔｉｃ　２００（Ｃ９～Ｃ１５芳香族）およびＮａ
ｐｔｈａ　１４０ならびにそれらの混合物からなる群から選択される炭化水素である。
【００８８】
　幾つかの実施形態では、本開示の組成物は、少なくとも１つの高分子相溶化剤を含む。
幾つかの実施形態では、本開示の組成物は、フッ素化および非フッ素化アクリレートのラ
ンダムコポリマーであって、式ＣＨ２＝Ｃ（Ｒ１）ＣＯ２Ｒ２、ＣＨ２＝Ｃ（Ｒ３）Ｃ６

Ｈ４Ｒ４、およびＣＨ２＝Ｃ（Ｒ５）Ｃ６Ｈ４ＸＲ６（式中、Ｘは酸素または硫黄であり
；Ｒ１、Ｒ３、およびＲ５は独立して、ＨおよびＣ１～Ｃ４アルキルラジカルからなる群
から選択される選択され；Ｒ２、Ｒ４、およびＲ６は独立して、Ｃ、およびＦを含有し、
そしてさらに、Ｈ、Ｃｌ、エーテル酸素、またはチオエーテル、スルホキシド、もしくは
スルホン基およびそれらの混合物の形態で硫黄を含有してもよい炭素鎖ベースのラジカル
からなる群から選択される）で表される少なくとも１つのモノマーの繰り返し単位を含む
ポリマーであるものから選択される少なくとも１つの高分子相溶化剤を含む。かかる高分
子相溶化剤の例には、商標Ｚｏｎｙｌ（登録商標）ＰＨＳでＥ．Ｉ．ｄｕ　Ｐｏｎｔ　ｄ
ｅ　Ｎｅｍｏｕｒｓ　＆　Ｃｏ．（Ｗｉｌｍｉｎｇｔｏｎ，ＤＥ，１９８９８，ＵＳＡ）
から商業的に入手可能なものが挙げられる。Ｚｏｎｙｌ（登録商標）ＰＨＳは、４０重量
パーセントのＣＨ２＝Ｃ（ＣＨ３）ＣＯ２ＣＨ２ＣＨ２（ＣＦ２ＣＦ２）ｍＦ（Ｚｏｎｙ
ｌ（登録商標）フルオロメタクリレートまたはＺＦＭとも言われる）（式中、ｍは１～１
２、主として２～８である）と、６０重量パーセントのラウリルメタクリレート（ＣＨ２

＝Ｃ（ＣＨ３）ＣＯ２（ＣＨ２）１１ＣＨ３、ＬＭＡとも言われる）とを重合させること
によって製造されるランダムコポリマーである。
【００８９】
　幾つかの実施形態では、相溶化剤成分は、金属への潤滑油の付着力を低減する方法で、
熱交換器中に見いだされる金属銅、アルミニウム、スチール、または他の金属およびそれ
らの金属合金の表面エネルギーを低減する（相溶化剤の総量を基準として）約０．０１～
３０重量パーセントの添加剤を含有する。金属表面エネルギー低減添加剤の例には、商標
Ｚｏｎｙｌ（登録商標）ＦＳＡ、Ｚｏｎｙｌ（登録商標）ＦＳＰ、およびＺｏｎｙｌ（登
録商標）ＦＳＪでＤｕＰｏｎｔから商業的に入手可能なものが挙げられる。
【００９０】
　幾つかの実施形態では、本開示の組成物は、金属表面不活性化剤をさらに含む。幾つか
の実施形態では、少なくとも１つの金属表面不活性化剤は、アレオキサリルビス（ベンジ
リデン）ヒドラジド（ＣＡＳ登録番号６６２９－１０－３）、Ｎ，Ｎ’－ビス（３，５－
ジ－第三ブチル－４－ヒドロキシヒドロシンナモイルヒドラジン（ＣＡＳ登録番号３２６
８７－７８－８）、２，２’－オキサミドビス－エチル－（３，５－ジ－第三ブチル－４
－ヒドロキシヒドロシンナメート（ＣＡＳ登録番号７０３３１－９４－１）、Ｎ，Ｎ’－
（ジサリチリデン）－１，２－ジアミノプロパン（ＣＡＳ登録番号９４－９１－７）なら
びにエチレンジアミン四酢酸（ＣＡＳ登録番号６０－００－４）およびその塩、ならびに
それらの混合物からなる群から選択される。
【００９１】
　幾つかの実施形態では、本明細書に開示される組成物は、ヒンダードフェノール、チオ
ホスフェート、ブチル化トリフェニルホスホロチオネート、オルガノホスフェート、また
はホスファイト、アリールアルキルエーテル、テルペン、テルペノイド、エポキシド、フ
ッ素化エポキシド、オキセタン、アスコルビン酸、チオール、ラクトン、チオエーテル、
アミン、ニトロメタン、アルキルシラン、ベンゾフェノン誘導体、アリールスルフィド、
ジビニルテレフタル酸、ジフェニルテレフタル酸、イオン性液体、およびそれらの混合物
からなる群から選択される少なくとも１つの安定剤をさらに含む。
【００９２】
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　幾つかの実施形態では、前記少なくとも１つの安定剤は、トコフェロール；ヒドロキノ
ン；ｔ－ブチルヒドロキノン；モノチオホスフェート；および商標Ｉｒｇａｌｕｂｅ（登
録商標）６３で、Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ，Ｂａｓｅｌ，Ｓ
ｗｉｔｚｅｒｌａｎｄ、本明細書では以下「Ｃｉｂａ」から商業的に入手可能な、ジチオ
ホスフェート；それぞれ、商標Ｉｒｇａｌｕｂｅ（登録商標）３５３およびＩｒｇａｌｕ
ｂｅ（登録商標）３５０でＣｉｂａから商業的に入手可能な、ジアルキルチオホスフェー
トエステル；商標Ｉｒｇａｌｕｂｅ（登録商標）２３２でＣｉｂａから商業的に入手可能
な、ブチル化トリフェニルホスホロチオネート；商標Ｉｒｇａｌｕｂｅ（登録商標）３４
９（Ｃｉｂａ）でＣｉｂａから商業的に入手可能な、アミンホスフェート；Ｉｒｇａｆｏ
ｓ（登録商標）１６８としてＣｉｂａから商業的に入手可能な、ヒンダードホスファイト
および、商標Ｉｒｇａｆｏｓ（登録商標）ＯＰＨでＣｉｂａから商業的に入手可能な、ト
リス－（ジ－第三ブチルフェニル）ホスファイト；（ジ－ｎ－オクチルホスファイト）；
および商標Ｉｒｇａｆｏｓ（登録商標）ＤＤＰＰでＣｉｂａから商業的に入手可能な、イ
ソ－デシルジフェニルホスファイト；トリメチルホスフェート、トリエチルホスフェート
、トリブチルホスフェート、トリオクチルホスフェート、およびトリ（２－エチルヘキシ
ル）ホスフェートなどの、トリアルキルホスフェート；トリフェニルホスフェート、トリ
クレジルホスフェート、およびトリキシレニルホスフェートを含むトリアリールホスフェ
ート；および、イソプロピルフェニルホスフェート（ＩＰＰＰ）、およびビス（ｔ－ブチ
ルフェニル）フェニルホスフェート（ＴＢＰＰ）を含む混合アルキル－アリールホスフェ
ート；Ｓｙｎ－Ｏ－Ａｄ（登録商標）８７８４を含む商標Ｓｙｎ－Ｏ－Ａｄ（登録商標）
で商業的に入手可能なものなどの、ブチル化トリフェニルホスフェート；商標Ｄｕｒａｄ
（登録商標）６２０で商業的に入手可能なものなどの第三ブチル化トリフェニルホスフェ
ート；商標Ｄｕｒａｄ（登録商標）２２０およびＤｕｒａｄ（登録商標）１１０で商業的
に入手可能なものなどのイソプロピル化トリフェニルホスフェート；アニソール；１，４
－ジメトキシベンゼン；１，４－ジエトキシベンゼン；１，３，５－トリメトキシベンゼ
ン；ミルセン、アロオシメン、リモネン（特に、ｄ－リモネン）；レチナール；ピネン；
メントール；ゲラニオール；ファルネソール；フィトール；ビタミンＡ；テルピネン；デ
ルタ－３－カレン；テルピノレン；フェランドレン；フェンチェン；ジペンテン；リコピ
ン、ベータカロテンなどの、カラテノイド、およびゼアキサンチンなどの、キサントフィ
ル；ヘパキサンチンおよびイソトレチノインなどの、レチノイド；ボルナン；１，２－プ
ロピレンオキシド；１，２－ブチレンオキシド；ｎ－ブチルグリシジルエーテル；トリフ
ルオロメチルオキシラン；１，１－ビス（トリフルオロメチル）オキシラン；ＯＸＴ－１
０１（東亞合成株式会社）などの、３－エチル－３－ヒドロキシメチル－オキセタン；Ｏ
ＸＴ－２１１（東亞合成株式会社）などの、３－エチル－３－（（フェノキシ）メチル）
－オキセタン；ＯＸＴ－２１２（東亞合成株式会社）などの、３－エチル－３－（（２－
エチル－ヘキシルオキシ）メチル）－オキセタン；アスコルビン酸；メタンチオール（メ
チルメルカプタン）；エタンチオール（エチルメルカプタン）；補酵素Ａ；ジメルカプト
コハク酸（ＤＭＳＡ）；グレープフルーツメルカプタン（（Ｒ）－２－（４－メチルシク
ロヘキセ－３－ニル）プロパン－２－チオール））；システイン（（Ｒ）－２－アミノ－
３－スルファニル－プロパン酸）；リポアミド（１，２－ジチオラン－３－ペンタンアミ
ド）；商標Ｉｒｇａｎｏｘ（登録商標）ＨＰ－１３６でＣｉｂａから商業的に入手可能な
、５，７－ビス（１，１－ジメチルエチル）－３－［２，３（または３，４）－ジメチル
フェニル］－２（３Ｈ）－ベンゾフラノン；ベンジルフェニルスルフィド；ジフェニルス
ルフィド；ジイソプロピルアミン；商標Ｉｒｇａｎｏｘ（登録商標）ＰＳ　８０２（Ｃｉ
ｂａ）でＣｉｂａから商業的に入手可能な、ジオクタデシル３，３’－チオジプロピオネ
ート；商標Ｉｒｇａｎｏｘ（登録商標）ＰＳ　８００でＣｉｂａから商業的に入手可能な
、ジドデシル３，３’－チオプロピオネート；商標Ｔｉｎｕｖｉｎ（登録商標）７７０で
Ｃｉｂａから商業的に入手可能な、ジ－（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジ
ル）セバケート；商標Ｔｉｎｕｖｉｎ（登録商標）６２２ＬＤ（Ｃｉｂａ）でＣｉｂａか
ら商業的に入手可能な、ポリ－（Ｎ－ヒドロキシエチル－２，２，６，６－テトラメチル
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－４－ヒドロキシ－ピペリジルスクシネート；メチルビス牛脂アミン；ビス牛脂アミン；
フェノール－アルファ－ナフチルアミン；ビス（ジメチルアミノ）メチルシラン（ＤＭＡ
ＭＳ）；トリス（トリメチルシリル）シラン（ＴＴＭＳＳ）；ビニルトリエトキシシラン
；ビニルトリメトキシシラン；２，５－ジフルオロベンゾフェノン；２’，５’－ジヒド
ロキシアセトフェノン；２－アミノベンゾフェノン；２－クロロベンゾフェノン；ベンジ
ルフェニルスルフィド；ジフェニルスルフィド；ジベンジルスルフィド；イオン性液体；
ならびにそれらの混合物および組み合わせからなる群から選択される。
【００９３】
　幾つかの実施形態では、本開示の組成物は、それらの塩がピリジニウム、ピリダジニウ
ム、ピリミジニウム、ピラジニウム、イミダゾリウム、ピラゾリウム、チアゾリウム、オ
キサゾリウムおよびトリアゾリウムならびにそれらの混合物からなる群から選択されるカ
チオンと；［ＢＦ４］－、［ＰＦ６］－、［ＳｂＦ６］－、［ＣＦ３ＳＯ３］－、［ＨＣ
Ｆ２ＣＦ２ＳＯ３］－、［ＣＦ３ＨＦＣＣＦ２ＳＯ３］－、［ＨＣＣｌＦＣＦ２ＳＯ３］
－、［（ＣＦ３ＳＯ２）２Ｎ］－、［（ＣＦ３ＣＦ２ＳＯ２）２Ｎ］－、［（ＣＦ３ＳＯ

２）３Ｃ］－、［ＣＦ３ＣＯ２］－、およびＦ－ならびにそれらの混合物からなる群から
選択されるアニオンとを含有する、室温（おおよそ２５℃）で液体である有機塩からなる
群から選択される少なくとも１つのイオン性液体安定剤を含む。幾つかの実施形態では、
ｅイオン性液体安定剤は、それらの全てがＦｌｕｋａ（Ｓｉｇｍａ－Ａｌｄｒｉｃｈ）か
ら入手可能である、ｅｍｉｍ　ＢＦ４（１－エチル－３－メチルイミダゾリウムテトラフ
ルオロボレート）；ｂｍｉｍ　ＢＦ４（１－ブチル－３－メチルイミダゾリウムテトラボ
レート）；ｅｍｉｍ　ＰＦ６（１－エチル－３－メチルイミダゾリウムヘキサフルオロホ
スフェート）；およびｂｍｉｍ　ＰＦ６（１－ブチル－３－メチルイミダゾリウムヘキサ
フルオロホスフェート）からなる群から選択される。
【００９４】
　幾つかの実施形態では、少なくとも１つの安定剤は、２，６－ジ－第三ブチル－４－メ
チルフェノール；２，６－ジ－第三ブチル－４－エチルフェノール；２，４－ジメチル－
６－第三ブチルフェノール；トコフェロールなどを含むアルキル化モノフェノールなどの
、１つ以上の置換されたまたは環式の、直鎖、または分岐の脂肪族置換基を含むフェノー
ルを含む任意の置換フェノール化合物である、ヒンダードフェノール、ヒドロキノンおよ
びｔ－ブチルヒドロキノン、ヒドロキノンの他の誘導体などを含むアルキル化ヒドロキノ
ン、４，４’－チオ－ビス（２－メチル－６－第三ブチルフェノール）；４，４’－チオ
ビス（３－メチル－６－第三ブチルフェノール）；２，２’－チオビス（４メチル－６－
第三ブチルフェノール）などを含むヒドロキシル化チオジフェニルエーテル、アルキリデ
ンビスフェノール類、例えば４，４’－メチレンビス（２，６－ジ－第三ブチルフェノー
ル）；４，４’－ビス（２，６－ジ－第三ブチルフェノール）；２，２’－または４，４
－ビフェノールジオールの誘導体；２，２’－メチレンビス（４－エチル－６－第三ブチ
ルフェノール）；２，２’－メチレンビス（４－メチル－６－第三ブチルフェノール）；
４，４－ブチリデンビス（３－メチル－６－第三ブチルフェノール）；４，４－イソプロ
ピリデンビス（２，６－ジ－第三ブチルフェノール）；２，２’－メチレンビス（４－メ
チル－６－ノニルフェノール）；２，２’－イソブチリデンビス（４，６－ジメチルフェ
ノール）；２，２’－メチレビス（４－メチル－６－シクロヘキシルフェノール）、２，
２’－メチレンビス（４－エチル－６－ジ－第三ブチルフェノール）を含む２，２－また
は４，４－ビフェニルジオール；ブチル化ヒドロキシトルエン（ＢＨＴ、または２，６－
ジ－第三ブチル－４－メチルフェノール）、２，６－ジ－第三－アルファ－ジメチルアミ
ノ－ｐ－クレゾール、４，４－チオビス（６－第三ブチル－ｍ－クレゾール）などを含む
ヘテロ原子を含むビスフェノール；アシルアミノフェノール；２，６－ジ－第三－４（Ｎ
，Ｎ’－ジメチルアミノメチルフェノール）；ビス（３－メチル－４－ヒドロキシ－５－
第三ブチルベンジル）スルフィド；ビス（３，５－ジ－第三ブチル－４－ヒドロキシベン
ジル）スルフィドを含むスルフィド、ならびにそれらの混合物および組み合わせである。
【００９５】
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　幾つかの実施形態では、本開示の組成物は少なくとも１つのトレーサーを含有する。幾
つかの実施形態では、本開示の組成物中のトレーサー添加剤は、同じクラスの化合物から
のまたは異なるクラスの化合物からの２つ以上のトレーサー化合物からなる。
【００９６】
　幾つかの実施形態では、トレーサー成分またはトレーサーブレンドが、百万重量部当た
り約５０重量部（ｐｐｍ）～約１０００ｐｐｍの総濃度で組成物中に存在する。他の実施
形態では、トレーサー化合物またはトレーサーブレンドは、約５０ｐｐｍ～約５００ｐｐ
ｍの総濃度で存在する。他の実施形態では、トレーサー化合物またはトレーサーブレンド
は、約１００ｐｐｍ～約３００ｐｐｍの総濃度で存在する。
【００９７】
　幾つかの実施形態では、本開示の組成物は、ハイドロフルオロカーボン（ＨＦＣ）、重
水素化ハイドロフルオロカーボン、パーフルオロカーボン、フルオロエーテル、臭素化化
合物、ヨウ素化化合物、アルコール、アルデヒドおよびケトン、亜酸化窒素ならびにそれ
らの組み合わせからなる群から選択される少なくとも１つのトレーサーを含む。本開示の
組成物の幾つかの実施形態は、フルオロエタン、１，１－ジフルオロエタン、１，１，１
－トリフルオロエタン、１，１，１，３，３，３－ヘキサフルオロプロパン、１，１，１
，２，３，３，３－ヘプタフルオロプロパン、１，１，１，３，３－ペンタフルオロプロ
パン、１，１，１，３，３－ペンタフルオロブタン、１，１，１，２，３，４，４，５，
５，５－デカフルオロペンタン、１，１，１，２，２，３，４，５，５，６，６，７，７
，７－トリデカフルオロヘプタン、ヨウ素トリフルオロメタン、重水素化炭化水素、重水
素化ハイドロフルオロカーボン、パーフルオロカーボン、フルオロエーテル、臭素化化合
物、ヨウ素化化合物、アルコール、アルデヒド、ケトン、亜酸化窒素（Ｎ２Ｏ）およびそ
れらの混合物からなる群から選択される少なくとも１つのトレーサーを含む。幾つかの実
施形態では、トレーサー添加剤は、２つ以上のハイドロフルオロカーボン、または１つ以
上のパーフルオロカーボンと組み合わせた１つのハイドロフルオロカーボンを含有するト
レーサーブレンドである。
【００９８】
　幾つかの実施形態では、少なくとも１つのトレーサー組成物が、組成物の任意の希釈、
汚染または他の変化の検出を可能にするために予め決められた量で本開示の組成物に加え
られる。
【００９９】
　他の実施形態では、本明細書に開示される組成物は、パーフルオロポリエーテルをさら
に含んでもよい。パーフルオロポリエーテルの共通の特徴は、パーフルオロアルキルエー
テル部分の存在である。パーフルオロポリエーテルはパーフルオロポリアルキルエーテル
の同義語である。頻繁に用いられる他の同義語には、「ＰＦＰＥ」、「ＰＦＡＥ」、「Ｐ
ＦＰＥオイル」、「ＰＦＰＥ流体」、および「ＰＦＰＡＥ」が含まれる。幾つかの実施形
態では、パーフルオロポリエーテルは、ＣＦ３－（ＣＦ２）２－Ｏ－［ＣＦ（ＣＦ３）－
ＣＦ２－Ｏ］ｊ’－Ｒ’ｆの式を有し、商標Ｋｒｙｔｏｘ（登録商標）でＤｕＰｏｎｔか
ら商業的に入手可能である。直前の式において、ｊ’は２～１００（両端を含む）であり
、Ｒ’ｆは、ＣＦ２ＣＦ３、Ｃ３～Ｃ６のパーフルオロアルキル基、またはそれらの組み
合わせである。
【０１００】
　それぞれ、商標Ｆｏｍｂｌｉｎ（登録商標）およびＧａｌｄｅｎ（登録商標）で、Ｍｉ
ｌａｎ，ＩｔａｌｙのＡｕｓｉｍｏｎｔ、およびＭｉｌａｎ，ＩｔａｌｙのＭｏｎｔｅｄ
ｉｓｏｎ　Ｓ．ｐ．Ａ．から商業的に入手可能な、そしてパーフルオロオレフィン光酸化
によって製造される、他のＰＦＰＥもまた使用することができる。
【０１０１】
　商標Ｆｏｍｂｌｉｎ（登録商標）－Ｙで商業的に入手可能なＰＦＰＥは、ＣＦ３Ｏ（Ｃ
Ｆ２ＣＦ（ＣＦ３）－Ｏ－）ｍ’（ＣＦ２－Ｏ－）ｎ’－Ｒ１ｆの式を有することができ
る。ＣＦ３Ｏ［ＣＦ２ＣＦ（ＣＦ３）Ｏ］ｍ’（ＣＦ２ＣＦ２Ｏ）ｏ’（ＣＦ２Ｏ）ｎ’
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－Ｒ１ｆもまた好適である。式中、Ｒ１ｆは、ＣＦ３、Ｃ２Ｆ５、Ｃ３Ｆ７、またはそれ
らの２つ以上の組み合わせであり；（ｍ’＋ｎ’）は８～４５（両端を含む）であり；ｍ
／ｎは２０～１０００（両端を含む）であり；ｏ’は１であり；（ｍ’＋ｎ’＋ｏ’）は
８～４５（両端を含む）であり；ｍ’／ｎ’は２０～１０００（両端を含む）である。
【０１０２】
　商標Ｆｏｍｂｌｉｎ（登録商標）－Ｚで商業的に入手可能なＰＦＰＥは、ＣＦ３Ｏ（Ｃ
Ｆ２ＣＦ２－Ｏ－）ｐ’（ＣＦ２－Ｏ）ｑ’ＣＦ３の式（式中、（ｐ’＋ｑ’）は４０～
１８０であり、ｐ’／ｑ’は０．５～２（両端を含む）である）を有することができる。
【０１０３】
　ダイキン工業株式会社、日本から商標Ｄｅｍｎｕｍ（商標）で商業的に入手可能な、別
の系統のＰＦＰＥもまた使用することができる。それは、２，２，３，３－テトラフルオ
ロオキセタンの順次オリゴマー化およびフッ素化によって製造することができ、Ｆ－［（
ＣＦ２）３－Ｏ］ｔ’－Ｒ２ｆの式（式中、Ｒ２ｆは、ＣＦ３、Ｃ２Ｆ５、またはそれら
の組み合わせであり、ｔ’は２～２００（両端を含む）である）を生成する。
【０１０４】
　幾つかの実施形態では、ＰＦＰＥは官能化されていない。官能化されていないパーフル
オロポリエーテルでは、末端基は、分岐鎖または直鎖のパーフルオロアルキルラジカル末
端基であることができる。かかるパーフルオロポリエーテルの例は、Ｃｒ’Ｆ（２ｒ’＋

１）－Ａ－Ｃｒ’Ｆ（２ｒ’＋１）の式（式中、各ｒ’は独立して３～６であり；Ａは、
Ｏ－（ＣＦ（ＣＦ３）ＣＦ２－Ｏ）ｗ’、Ｏ－（ＣＦ２－Ｏ）ｘ’（ＣＦ２ＣＦ２－Ｏ）

ｙ’、Ｏ－（Ｃ２Ｆ４－Ｏ）ｗ’、Ｏ－（Ｃ２Ｆ４－Ｏ）ｘ’（Ｃ３Ｆ６－Ｏ）ｙ’、Ｏ
－（ＣＦ（ＣＦ３）ＣＦ２－Ｏ）ｘ’（ＣＦ２－Ｏ）ｙ’、Ｏ－（ＣＦ２ＣＦ２ＣＦ２－
Ｏ）ｗ’、Ｏ－（ＣＦ（ＣＦ３）ＣＦ２－Ｏ）ｘ’（ＣＦ２ＣＦ２－Ｏ）ｙ’－（ＣＦ２

－Ｏ）ｚ’、またはそれらの２つ以上の組み合わせであることができ；好ましくはＡは、
Ｏ－（ＣＦ（ＣＦ３）ＣＦ２－Ｏ）ｗ’、Ｏ－（Ｃ２Ｆ４－Ｏ）ｗ’、Ｏ－（Ｃ２Ｆ４－
Ｏ）ｘ’（Ｃ３Ｆ６－Ｏ）ｙ’、Ｏ－（ＣＦ２ＣＦ２ＣＦ２－Ｏ）ｗ’、またはそれらの
２つ以上の組み合わせであり；ｗ’は４～１００であり；ｘ’およびｙ’はそれぞれ独立
して１～１００である）を有することができる。具体的な例には、Ｆ（ＣＦ（ＣＦ３）－
ＣＦ２－Ｏ）９－ＣＦ２ＣＦ３、Ｆ（ＣＦ（ＣＦ３）－ＣＦ２－Ｏ）９－ＣＦ（ＣＦ３）

２、およびそれらの組み合わせが挙げられるが、それらに限定されない。かかるＰＦＰＥ
では、ハロゲン原子の３０％以下が、例えば、塩素原子などの、フッ素以外のハロゲンで
あることができる。
【０１０５】
　他の実施形態では、パーフルオロポリエーテルの２つの末端基は独立して、同じまたは
異なる基で官能化されていてもよい。官能化ＰＦＰＥは、パーフルオロポリエーテルの２
つの末端基の少なくとも１つが、そのハロゲン原子の少なくとも１つがエステル、ヒドロ
キシル、アミン、アミド、シアノ、カルボン酸、スルホン酸またはそれらの組み合わせか
ら選択される基で置換されたＰＦＰＥである。
【０１０６】
　幾つかの実施形態では、代表的なエステル末端基には、－ＣＯＯＣＨ３、－ＣＯＯＣＨ

２ＣＨ３、－ＣＦ２ＣＯＯＣＨ３、－ＣＦ２ＣＯＯＣＨ２ＣＨ３、－ＣＦ２ＣＦ２ＣＯＯ
ＣＨ３、－ＣＦ２ＣＦ２ＣＯＯＣＨ２ＣＨ３、－ＣＦ２ＣＨ２ＣＯＯＣＨ３、－ＣＦ２Ｃ
Ｆ２ＣＨ２ＣＯＯＣＨ３、－ＣＦ２ＣＨ２ＣＨ２ＣＯＯＣＨ３、－ＣＦ２ＣＦ２ＣＨ２Ｃ
Ｈ２ＣＯＯＣＨ３が含まれる。
【０１０７】
　幾つかの実施形態では、代表的なヒドロキシル末端基には、－ＣＦ２ＯＨ、－ＣＦ２Ｃ
Ｆ２ＯＨ、－ＣＦ２ＣＨ２ＯＨ、－ＣＦ２ＣＦ２ＣＨ２ＯＨ、－ＣＦ２ＣＨ２ＣＨ２ＯＨ
、－ＣＦ２ＣＦ２ＣＨ２ＣＨ２ＯＨが含まれる。
【０１０８】
　幾つかの実施形態では、代表的なアミン末端基には、－ＣＦ２ＮＲ１Ｒ２、－ＣＦ２Ｃ
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Ｆ２ＮＲ１Ｒ２、－ＣＦ２ＣＨ２ＮＲ１Ｒ２、－ＣＦ２ＣＦ２ＣＨ２ＮＲ１Ｒ２、－ＣＦ

２ＣＨ２ＣＨ２ＮＲ１Ｒ２、－ＣＦ２ＣＦ２ＣＨ２ＣＨ２ＮＲ１Ｒ２が含まれ、式中、Ｒ
１およびＲ２は独立して、Ｈ、ＣＨ３、またはＣＨ２ＣＨ３である。
【０１０９】
　幾つかの実施形態では、代表的なアミド末端基には、－ＣＦ２Ｃ（Ｏ）ＮＲ１Ｒ２、－
ＣＦ２ＣＦ２Ｃ（Ｏ）ＮＲ１Ｒ２、－ＣＦ２ＣＨ２Ｃ（Ｏ）ＮＲ１Ｒ２、－ＣＦ２ＣＦ２

ＣＨ２Ｃ（Ｏ）ＮＲ１Ｒ２、－ＣＦ２ＣＨ２ＣＨ２Ｃ（Ｏ）ＮＲ１Ｒ２、－ＣＦ２ＣＦ２

ＣＨ２ＣＨ２Ｃ（Ｏ）ＮＲ１Ｒ２が含まれ、式中、Ｒ１およびＲ２は独立して、Ｈ、ＣＨ

３、またはＣＨ２ＣＨ３である。
【０１１０】
　幾つかの実施形態では、代表的なシアノ末端基には、－ＣＦ２ＣＮ、－ＣＦ２ＣＦ２Ｃ
Ｎ、－ＣＦ２ＣＨ２ＣＮ、－ＣＦ２ＣＦ２ＣＨ２ＣＮ、－ＣＦ２ＣＨ２ＣＨ２ＣＮ、－Ｃ
Ｆ２ＣＦ２ＣＨ２ＣＨ２ＣＮが含まれる。
【０１１１】
　幾つかの実施形態では、代表的なカルボン酸末端基には、－ＣＦ２ＣＯＯＨ、－ＣＦ２

ＣＦ２ＣＯＯＨ、－ＣＦ２ＣＨ２ＣＯＯＨ、－ＣＦ２ＣＦ２ＣＨ２ＣＯＯＨ、－ＣＦ２Ｃ
Ｈ２ＣＨ２ＣＯＯＨ、－ＣＦ２ＣＦ２ＣＨ２ＣＨ２ＣＯＯＨが含まれる。
【０１１２】
　幾つかの実施形態では、スルホン酸末端基は、－Ｓ（Ｏ）（Ｏ）ＯＲ３、－Ｓ（Ｏ）（
Ｏ）Ｒ４、－ＣＦ２ＯＳ（Ｏ）（Ｏ）ＯＲ３、－ＣＦ２ＣＦ２ＯＳ（Ｏ）（Ｏ）ＯＲ３、
－ＣＦ２ＣＨ２ＯＳ（Ｏ）（Ｏ）ＯＲ３、－ＣＦ２ＣＦ２ＣＨ２ＯＳ（Ｏ）（Ｏ）ＯＲ３

、－ＣＦ２ＣＨ２ＣＨ２ＯＳ（Ｏ）（Ｏ）ＯＲ３、－ＣＦ２ＣＦ２ＣＨ２ＣＨ２ＯＳ（Ｏ
）（Ｏ）ＯＲ３、－ＣＦ２Ｓ（Ｏ）（Ｏ）ＯＲ３、－ＣＦ２ＣＦ２Ｓ（Ｏ）（Ｏ）ＯＲ３

、－ＣＦ２ＣＨ２Ｓ（Ｏ）（Ｏ）ＯＲ３、－ＣＦ２ＣＦ２ＣＨ２Ｓ（Ｏ）（Ｏ）ＯＲ３、
－ＣＦ２ＣＨ２ＣＨ２Ｓ（Ｏ）（Ｏ）ＯＲ３、－ＣＦ２ＣＦ２ＣＨ２ＣＨ２Ｓ（Ｏ）（Ｏ
）ＯＲ３、－ＣＦ２ＯＳ（Ｏ）（Ｏ）Ｒ４、－ＣＦ２ＣＦ２ＯＳ（Ｏ）（Ｏ）Ｒ４、－Ｃ
Ｆ２ＣＨ２ＯＳ（Ｏ）（Ｏ）Ｒ４、－ＣＦ２ＣＦ２ＣＨ２ＯＳ（Ｏ）（Ｏ）Ｒ４、－ＣＦ

２ＣＨ２ＣＨ２ＯＳ（Ｏ）（Ｏ）Ｒ４、－ＣＦ２ＣＦ２ＣＨ２ＣＨ２ＯＳ（Ｏ）（Ｏ）Ｒ
４からなる群から選択され、式中、Ｒ３は、Ｈ、ＣＨ３、ＣＨ２ＣＨ３、ＣＨ２ＣＦ３、
ＣＦ３、またはＣＦ２ＣＦ３であり、Ｒ４は、ＣＨ３、ＣＨ２ＣＨ３、ＣＨ２ＣＦ３、Ｃ
Ｆ３、またはＣＦ２ＣＦ３である。
【０１１３】
　幾つかの実施形態では、本開示の組成物は、ブチル化トリフェニルホスフェート（ＢＴ
ＰＰ）、または他のアルキル化トリアリールホスフェートエステル、例えばＡｋｚｏ　Ｃ
ｈｅｍｉｃａｌｓからのＳｙｎ－０－Ａｄ（登録商標）８４７８、トリクレジルホスフェ
ートおよび関連化合物などの、ＥＰ（極圧）潤滑性添加剤のトリアリールホスフェート系
統のメンバーである添加剤を含む。さらに、Ｌｕｂｒｉｚｏｌ　１３７５およびこの系統
の化学薬品の他のメンバーを含む、金属ジアルキルジチオホスフェート、例えば、亜鉛ジ
アルキルジチオホスフェート（またはＺＤＤＰ）が本開示の組成物の組成物に使用される
。他の摩耗防止添加剤には、商業的に入手可能なＳｙｎｅｒｇｏｌ　ＴＭＳ（Ｉｎｔｅｒ
ｎａｔｉｏｎａｌ　Ｌｕｂｒｉｃａｎｔｓ）などの、天然産物油および非対称ポリヒドロ
キシル潤滑添加剤が含まれる。
【０１１４】
　幾つかの実施形態では、酸化防止剤、フリーラジカル捕捉剤、および水捕捉剤ならびに
それらの混合物などの安定剤が含められる。このカテゴリーのかかる添加剤には、ブチル
化ヒドロキシトルエン（ＢＨＴ）、エポキシド、およびそれらの混合物が含まれ得るが、
それらに限定されない。腐食防止剤には、ドデシルコハク酸（ＤＤＳＡ）、アミンホスフ
ェート（ＡＰ）、オレオイルサルコシン、イミダゾン誘導体および置換スルホネートが含
まれる。
【０１１５】
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　一実施形態では、本明細書に開示される組成物は、所望量の個々の成分を組み合わせる
ための任意の便利な方法によって調製されてもよい。好ましい方法は、所望の成分量を秤
量し、その後、成分を適切な容器で組み合わせることである。撹拌が必要ならば用いられ
てもよい。
【０１１６】
　別の実施形態では、本明細書に開示される組成物は、（ｉ）冷媒組成物のある容量の１
つ以上の成分を少なくとも１つの冷媒容器から回収する工程と、（ｉｉ）回収成分の前記
１つ以上の再使用を可能にするのに十分なほどに不純物を除去する工程と、（ｉｉｉ）任
意選択的に、前記回収容量の成分の全てまたは一部を少なくとも１つの追加の冷媒組成物
または成分と組み合わせる工程とを含む方法によって調製されてもよい。
【０１１７】
　冷媒容器は、冷凍装置、エアコン装置またはヒートポンプ装置で使用された冷媒ブレン
ド組成物が貯蔵される任意の容器であってもよい。前記冷媒容器は、冷媒ブレンドが使用
された冷凍装置、エアコン装置またはヒートポンプ装置であってもよい。さらに、冷媒容
器は、加圧ガスシリンダーを含むがそれらに限定されない、回収冷媒ブレンド成分を集め
るための貯蔵容器であってもよい。
【０１１８】
　残存冷媒は、冷媒ブレンドまたは冷媒ブレンド成分を移すために知られる任意の方法に
よって冷媒容器から取り出されてもよい任意の量の冷媒ブレンドまたは冷媒ブレンド成分
を意味する。
【０１１９】
　不純物は、冷凍装置、エアコン装置またはヒートポンプ装置でのその使用のために冷媒
ブレンドまたは冷媒ブレンド成分中にある任意の成分であってもよい。かかる不純物には
、本明細書で前に記載されたものである、冷凍潤滑油と、冷凍装置、エアコン装置または
ヒートポンプ装置から出てきたかもしれない、金属、金属塩またはエラストマー粒子を含
むがそれらに限定されない微粒子と、冷媒ブレンド組成物の性能に悪影響を及ぼすかもし
れない任意の他の汚染物質とが含まれるがそれらに限定されない。
【０１２０】
　かかる不純物は、冷媒ブレンドまたは冷媒ブレンド成分が使用されるであろう機器の性
能に悪影響を及ぼすことなく冷媒ブレンドまたは冷媒ブレンド成分の再使用を可能にする
ために十分に除去することができる。
【０１２１】
　所与の製品に対して要求される規格を満たす組成物を生成するために、追加の冷媒ブレ
ンドまたは冷媒ブレンド成分を残存冷媒ブレンドまたは冷媒ブレンド成分に提供すること
が必要であるかもしれない。例えば、冷媒ブレンドがある特定の重量百分率範囲で３成分
を有する場合、組成物を規格限界内に復元するために所与の量で成分の１つ以上を加える
ことが必要であるかもしれない。
【０１２２】
　本発明の組成物は、ゼロのオゾン層破壊係数および低い地球温暖化係数（ＧＷＰ）を有
する。さらに、本発明の組成物は、現在使用中の多くのハイドロフルオロカーボン冷媒よ
り少ない地球温暖化係数を有するであろう。本発明の一態様は、１０００未満、５００未
満、１５０未満、１００未満、または５０未満の地球温暖化係数の冷媒を提供することで
ある。
【０１２３】
使用方法
　本明細書に開示される組成物は、Ｒ１３４ａ（またはＨＦＣ－１３４ａ、１，１，１，
２－テトラフルオロエタン）、Ｒ２２（またはＨＣＦＣ－２２、クロロジフルオロメタン
）、Ｒ１２（ＣＦＣ－１２、ジクロロジフルオロメタン）；Ｒ４０７Ｃ（５２重量パーセ
ントのＲ１３４ａ、２５重量パーセントのＲ１２５（ペンタフルオロエタン）、および２
３重量パーセントのＲ３２（ジフルオロメタン）のブレンドに対するＡＳＨＲＡＥ呼称）
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；Ｒ４１０Ａ（５０重量パーセントのＲ１２５および５０重量パーセントのＲ３２のブレ
ンドに対するＡＳＨＲＡＥ呼称）；Ｒ４１７Ａ（４６．６ 重量パーセントのＲ１２５、
５０．０重量パーセントのＲ１３４ａ、および３．４重量パーセントのｎ－ブタンのブレ
ンドに対するＡＳＨＲＡＥ呼称）；Ｒ４１９Ａ（Ｒ１２５、Ｒ１３４ａおよびＤＭＥを含
有するブレンドに対するＡＳＨＲＡＥ呼称）；Ｒ４２２Ａ、Ｒ４２２Ｂ、Ｒ４２２Ｃおよ
びＲ４２２Ｄ（異なる成分濃度でのＲ１２５、Ｒ１３４ａ、イソブタンのブレンドに対す
るＡＳＨＲＡＥ呼称）；Ｒ４０４Ａ（４４重量パーセントのＲ１２５、５２重量パーセン
トのＲ１４３ａ（１，１，１－トリフルオロエタン）、および４．０重量パーセントのＲ
１３４ａのブレンドに対するＡＳＨＲＡＥ呼称）；Ｒ４１３Ａ（Ｒ２１８、Ｒ１３４ａ、
およびイソブタンを含有するブレンドに対するＡＳＨＲＡＥ呼称）；Ｒ４２３Ａ（５２．
５重量パーセントのＲ１３４ａおよび４７．５重量パーセントのＲ２２７ｅａ（１，１，
１，２，３，３，３－ヘプタフルオロプロパン）を含有するブレンドに対するＡＳＨＲＡ
Ｅ呼称）；Ｒ４２４Ａ（Ｒ１２５、Ｒ１３４ａ、イソブタン、ｎ－ブタン、およびイソペ
ンタンを含有するブレンドに対するＡＳＨＲＡＥ呼称）；Ｒ４２６Ａ（Ｒ１２５、Ｒ１３
４ａ、ｎ－ブタン、およびイソペンタンを含有するブレンドに対するＡＳＨＲＡＥ呼称）
；Ｒ４２８Ａ（Ｒ１２５、Ｒ１４３ａ、プロパンおよびイソブタンを含有するブレンドに
対するＡＳＨＲＡＥ呼称）；Ｒ４３０Ａ（Ｒ１５２ａおよびイソブタンを含有するブレン
ドに対するＡＳＨＲＡＥ呼称）；Ｒ４３４Ａ（約６３．２重量パーセントのＲ１２５、約
１６重量パーセントのＲ１３４ａ、約１８重量パーセントのＲ１４３ａ、および約２．８
重量パーセントのイソブタンを含有するブレンドに対するＡＳＨＲＡＥ呼称）；Ｒ４３７
Ａ（約１９．５重量パーセントのＲ１２５、約７８．５重量パーセントのＲ１３４ａ、約
１．４重量パーセントのｎ－ブタン、および約０．６重量パーセントのｎ－ペンタンを含
有するブレンドに対するＡＳＨＲＡＥ呼称）；Ｒ４３８Ａ（約８．５重量パーセントのＲ
３２、約４５重量パーセントのＲ１２５、約４４．２重量パーセントのＲ１３４ａ、約１
．７重量パーセントのｎ－ブタン、および約０．６重量パーセントのイソペンタンを含有
するブレンドに対するＡＳＨＲＡＥ呼称）；ならびにＲ５０７Ａ（５０重量パーセントの
Ｒ１２５および５０重量パーセントのＲ１４３ａのブレンドに対するＡＳＨＲＡＥ呼称）
を含むがそれらに限定されない、現在使用されている冷媒の低地球温暖化係数（ＧＷＰ）
代替品として有用であるかもしれない。さらに、本明細書に開示される組成物は、Ｒ１２
（ＣＦＣ－１２、ジクロロジフルオロメタン）またはＲ５０２（５１．２重量パーセント
のＣＦＣ－１１５（クロロペンタフルオロエタン）および４８．８重量パーセントのＨＣ
ＦＣ－２２のブレンドに対するＡＳＨＲＡＥ呼称）の代替品として有用であるかもしれな
い。
【０１２４】
　多くの場合代替冷媒は、異なる冷媒向けに設計された元の冷凍機器で使用できる場合に
最も有用である。特に、本明細書に開示されるような組成物は、元の機器でとりわけ、Ｒ
１２、Ｒ１３４ａ、Ｒ４０７Ｃ、Ｒ４１７Ａ、およびＲ４２２Ｄの代替品として有用であ
るかもしれない。さらに、本明細書に開示されるような組成物は、とりわけ、Ｒ４１０Ａ
、Ｒ５０７、Ｒ４０４Ａ、５０２、およびＲ４２２Ａの代替品としてこれらの冷媒向けに
設計された機器で有用であるかもしれない。さらに、本明細書に開示されるような組成物
は、これらの新規組成物向けに特に改造されたまたは完全に製造された機器で上述の冷媒
のいずれを置き換えるために有用であるかもしれない。
【０１２５】
　多くの用途で、本開示の組成物の幾つかの実施形態が冷媒として有用であり、代替が追
求されつつある冷媒に少なくとも匹敵する冷却性能（冷却能力およびエネルギー効率を意
味する）を提供する。
【０１２６】
　幾つかの実施形態では、上に開示された組成物の使用は、加熱されるべき本体の近くで
本明細書に開示されるような組成物を凝縮させる工程と、その後、前記組成物を蒸発させ
る工程とを含む熱を産生する方法で伝熱組成物として本組成物を使用することを含む。
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【０１２７】
　本明細書に開示されるような組成物を凝縮させる工程と、その後、冷却されるべき本体
の近くで前記組成物を蒸発させる工程とを含む冷却を行う方法での伝熱組成物としての上
に開示された組成物の使用もまた本明細書に開示される。
【０１２８】
　幾つかの実施形態では、上に開示された組成物の使用は、組成物が先ず冷却され、圧力
下に貯蔵され、より暖かい環境に曝されたときに、組成物が周囲熱の幾らかを吸収し、膨
張し、そしてより暖かい環境がこうして冷却される、冷却を行う方法で伝熱組成物として
本組成物を使用することを含む。
【０１２９】
　別の実施形態では、置き換えられるべき冷媒および潤滑油を含有する伝熱システムに再
装入する方法であって、潤滑油のかなりの部分を前記システムに保持しながら置き換えら
れるべき冷媒を伝熱システムから除去する工程と、本明細書に開示される組成物の１つを
伝熱システムに導入する工程とを含む方法が提供される。別の実施形態では、本明細書に
開示される組成物を含む熱交換システムであって、エアコン、フリーザー、冷蔵庫、ヒー
トポンプ、水冷却装置、フラデッドエバポレーター冷却装置、直接膨張冷却装置、ウォー
ク－イン・クーラー、ヒートポンプ、移動式冷蔵庫、移動式エアコン装置、およびそれら
の組み合わせを有するシステムからなる群から選択されるシステムが提供される。さらに
、本明細書に開示されるような組成物は、二次ループシステムで有用であるかもしれず、
ここで、これらの組成物は一次冷媒として役立ち、それによって遠く離れた場所を冷却す
る二次伝熱流体に冷却をこうして提供する。
【０１３０】
　別の実施形態では、冷凍、エアコン、またはヒートポンプ装置での高ＧＷＰ冷媒を置き
換える方法であって、前記高ＧＷＰ冷媒がＲ１３４ａ、Ｒ２２、Ｒ１２、Ｒ４０４Ａ、Ｒ
４１０Ａ、Ｒ４０７Ｃ、Ｒ４１３Ａ、Ｒ４１７Ａ、Ｒ４２２Ａ、Ｒ４２２Ｂ、Ｒ４２２Ｃ
およびＲ４２２Ｄ、Ｒ４２３Ａ、Ｒ５０７Ａ、Ｒ５０２、ならびにＲ４３７Ａからなる群
から選択され、前記方法が、前記高ＧＷＰ冷媒を使用する、使用したまたは使用するよう
設計されている前記冷凍、エアコン、またはヒートポンプ装置に本明細書に開示されるよ
うな組成物を提供する工程を含み、前記組成物が
　ＨＦＯ－１２３４ｙｆおよびシクロプロパン；
　ＨＦＯ－１２３４ｙｆおよびプロピレン；
　ＨＦＯ－１２３４ｙｆ、ＨＦＣ－１５２ａ、およびシクロプロパン；
　ＨＦＯ－１２３４ｙｆ、ＨＦＣ－１５２ａ、およびプロパン；ならびに
　ＨＦＯ－１２３４ｙｆ、ＨＦＣ－１３４ａ、およびシクロプロパン
からなる群から選択される方法が提供される。
【０１３１】
　別の実施形態では、高ＧＷＰ冷媒を置き換える方法は、前記高ＧＷＰ冷媒を使用する、
使用したまたは使用するように設計されている前記冷凍、エアコン、またはヒートポンプ
装置に、
　ＨＦＯ－１２３４ｙｆおよびシクロプロパン；
　ＨＦＯ－１２３４ｙｆおよびプロピレン；
　ＨＦＯ－１２３４ｙｆ、ＨＦＣ－１５２ａ、およびシクロプロパン；
　ＨＦＯ－１２３４ｙｆ、ＨＦＣ－１５２ａ、およびプロパン；ならびに
　ＨＦＯ－１２３４ｙｆ、ＨＦＣ－１３４ａ、およびシクロプロパン
からなる群から選択される組成物を提供する工程をさらに含んでもよい。
【０１３２】
　蒸気－圧縮冷凍、エアコン、またはヒートポンプシステムには、エバポレーター、圧縮
機、凝縮器、および膨張デバイスが含まれる。蒸気－圧縮サイクルは、一工程で冷却効果
、そして異なる工程で加熱効果をもたらす多段工程で冷媒を再使用する。サイクルは次の
通り簡単に説明することができる。液体冷媒は膨張デバイスを通ってエバポレーターに入
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り、液体冷媒は、環境から熱を取り去ることによって、エバポレーターにおいて低温で沸
騰してガスを形成し、冷却を行う。低圧ガスは圧縮機に入り、そこでガスは圧縮されてそ
の圧力および温度を上げる。より高い圧力の（圧縮された）ガス状冷媒は次に凝縮器に入
り、そこで冷媒は凝縮し、その熱を周囲に吐出する。冷媒は膨張デバイスに戻り、それに
よって液体は凝縮器におけるより高い圧力レベルからエバポレーターにおける低い圧力レ
ベルに膨張し、このようにサイクルを繰り返す。
【０１３３】
　一実施形態では、本明細書に開示されるような組成物を含有する伝熱システムが提供さ
れる。別の実施形態では、本明細書に開示されるような組成物を含有する冷凍、エアコン
またはヒートポンプ装置が開示される。別の実施形態では、本明細書に開示されるような
組成物を含有する固定冷凍またはエアコン装置が開示される。さらに別の実施形態では、
本明細書に開示されるような組成物を含有する移動式冷凍またはエアコン装置が開示され
る。
【０１３４】
　別の実施形態では、冷却されるべき本体の近くで本開示の組成物のいずれかを蒸発させ
る工程と、その後、前記組成物を凝縮させる工程とを含む冷却を行うための方法が提供さ
れる。
【０１３５】
　別の実施形態では、加熱されるべき本体の近くで本明細書に開示されるような組成物の
いずれかを凝縮させる工程と、その後、前記組成物を蒸発させる工程とを含む熱を産生す
るための方法が提供される。
【０１３６】
　別の実施形態では、伝熱流体組成物としての本発明の組成物の使用方法が開示される。
本方法は、前記組成物を熱源からヒートシンクに運ぶ工程を含む。
【０１３７】
　別の実施形態では、本発明は、発泡体の製造で使用するための本明細書に記載されるよ
うな本発明のフルオロオレフィン含有組成物を含む発泡体膨張剤組成物に関する。他の実
施形態では、本発明は、発泡性組成物、好ましくはポリウレタンおよびポリイソシアネー
ト発泡体組成物、ならびに発泡体の製造方法を提供する。かかる発泡体の実施形態では、
本フルオロオレフィン含有組成物の１つ以上が発泡性組成物中の発泡体膨張剤として含め
られ、その組成物は、適切な条件下に反応し、発泡して発泡体または気泡構造を形成する
ことができる１つ以上の追加の成分を好ましくは含む。
【０１３８】
　本発明はさらに、（ａ）本発明のフルオロオレフィン含有組成物を発泡性組成物に加え
る工程と；（ｂ）発泡体を形成するために有効な条件下に発泡性組成物を反応させる工程
とを含む発泡体の形成方法に関する。
【０１３９】
　本発明の別の実施形態は、スプレー可能な組成物における噴射剤としての使用のための
本明細書に記載されるようなフルオロオレフィン含有組成物の使用に関する。さらに、本
発明は、本明細書に記載されるようなフルオロオレフィン含有組成物を含むスプレー可能
な組成物に関する。不活性成分、溶剤および他の材料と一緒にスプレーされるべき活性成
分がまた、スプレー可能な組成物中に存在してもよい。好ましくは、スプレー可能な組成
物はエアゾールである。スプレーされるべき好適な活性材料には、限定なしに、脱臭剤、
香料、ヘアスプレー、クリーナー、および研磨剤などの化粧品原料ならびに抗喘息および
口臭防止薬剤などの医用素材が含まれる。
【０１４０】
　本発明はさらに、本明細書に記載されるようなフルオロオレフィン含有組成物であって
、噴射剤として機能する組成物をエアゾール容器中で活性成分に加える工程を含むエアゾ
ール製品の製造方法に関する。
【実施例】
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【０１４１】
　本明細書に開示される概念は、特許請求の範囲に記載される本発明の範囲を限定しない
、以下の実施例でさらに説明される。
【０１４２】
実施例１
蒸気漏洩の影響
　示される温度で容器に初期組成物を装入し、組成物の初期蒸気圧を測定する。温度を一
定に保ちながら、組成物を、初期組成物の５０重量パーセントが除去されるまで、容器か
ら漏洩させ、その時点で容器に残っている組成物の蒸気圧を測定する。推定値を表３に示
す。
【０１４３】
【表３】

【０１４４】



(27) JP 5689809 B2 2015.3.25

10

20

30

40

【表４】

【０１４５】
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【表５】

【０１４６】
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【表６】

【０１４７】
　表３は、元の組成物と、５０重量パーセントが除去された後に残る組成物との間の蒸気
圧の差が約１０パーセント未満である組成物としてどの組成物が近共沸であるかを示す。
【０１４８】
実施例２
サイクル性能
　表４は、ＨＦＣ－１３４ａ、ＨＣＦＣ－２２、Ｒ４０７Ｃ、およびＨＦＯ－１２３４ｙ
ｆと比べて本明細書に開示されるような様々な冷媒組成物の冷却性能を示す。この表で、
Ｅｖａｐ　Ｐｒｅｓはエバポレーター圧力であり、Ｃｏｎｄ　Ｐｒｅｓは凝縮器圧力であ
り、Ｃｏｍｐ　Ｅｘｉｔ　Ｔは圧縮機出口温度であり、ＣＯＰは性能係数（エネルギー効
率に類似の）であり、Ｃａｐは冷却能力である。データは次の条件に基づいている：
　　凝縮器温度　　５４℃
　　エバポレーター温度　　４℃
　　サブクール温度　　４℃
　　リターンガス温度　　１８℃
　　圧縮機効率　　７０％
【０１４９】
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【表７】

【０１５０】
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【表８】

【０１５１】
　上にリストされたようなブレンドは全て純ＨＦＯ－１２３４ｙｆより高い冷却能力を有
することが指摘されるべきである。さらに、ほとんどのブレンドは、Ｒ４０７Ｃ（現在の
ところ使用される許容された冷媒ブレンド）より少ないグライドを有する。最後に、様々
なブレンドが、表４に示されるようにＨＦＣ－１３４ａ、ＨＣＦＣ－２２、またはＲ４０
７Ｃの潜在的な代替品であることを理解することができる。
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【０１５２】
実施例３
地球温暖化係数
　ある種の開示組成物についての地球温暖化係数（ＧＷＰ）についての値を表５に示す。
純成分についてのＧＷＰを参考のためにリストする。ＨＦＣおよび炭化水素についての値
は、「Ｃｌｉｍａｔｅ　Ｃｈａｎｇｅ　２００７－ＩＰＣＣ（Ｉｎｔｅｒｇｏｖｅｒｎｍ
ｅｎｔａｌ　Ｐａｎｅｌ　ｏｎ　Ｃｌｉｍａｔｅ　Ｃｈａｎｇ（気候変動に関する政府間
パネル））Ｆｏｕｒｔｈ　Ａｓｓｅｓｓｍｅｎｔ　Ｒｅｐｏｒｔ　ｏｎ　Ｃｌｉｍａｔｅ
　Ｃｈａｎｇｅ（気候変動に関する第４次評価報告）」、「Ｗｏｒｋｉｎｇ　Ｇｒｏｕｐ
　１　Ｒｅｐｏｒｔ：Ｔｈｅ　Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｓｃｉｅｎｃｅ　Ｂａｓｉｓ（作業グ
ループ１報告：物理科学的基礎）」という表題のセクション、Ｃｈａｐｔｅｒ　２，ｐｐ
．２１２－２１５、表２．１４および２．１５から取られたものである。ＨＦＯ－１２３
４ｙｆおよびＨＦＯ－１２３４ｚｅについての値は、Ｐａｐａｄｉｍｉｔｒｉｏｕ　ｅｔ
　ａｌ．，Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｐｈｙｓｉｃｓ
，２００７，ｖｏｌ．９，ｐｐ．１－１３に発表された。本明細書で参照される表にリス
トされる値は全くないので、シクロプロパンについてはＧＷＰ＝３（＊）の推定値を用い
る。特に１００年対象期間を使用する。２つ以上の成分を含有する組成物についてのＧＷ
Ｐ値は、個々の成分のＧＷＰ値の加重平均として計算する。
【０１５３】
【表９】

【０１５４】
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【表１０】

【０１５５】
　上にリストされた本明細書に開示されるような組成物についてのＧＷＰ値は、現在使用
されている冷媒ブレンド、Ｒ４０４Ａ、Ｒ４０７Ｃ、Ｒ４１０Ａ、および上の表にリスト
されるような他のものだけでなくＨＦＣ－１３４ａおよびＨＣＦＣ－２２についてのもの
より低い。
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